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12 流砂系における持続可能な土砂管理技術の開発 

 

研究期間：平成 28 年度～33 年度   

プログラムリーダー：水工研究グループ長 箱石 憲昭 

研究担当グループ：水工研究グループ（水理チーム）、水環境研究グループ（水質チーム、自然共生 C） 

寒地水圏研究グループ（水環境保全チーム） 

 

 

1.  研究の必要性   

流砂系における総合土砂管理の必要性が明確に打ち出されたのは、平成 10 年 7 月の河川審議会・総合土砂管

理小委員会の報告に遡る。その後、総合土砂管理の必要性は広く認知され、平成 20 年 7 月に閣議決定された国

土形成計画（全国計画）において、その必要性が謳われた。また、新たな国土形成計画(全国計画)(平成 27 年 8

月 14 日閣議決定)では、前計画よりも踏み込んだ記述で、その必要性が以下の通り謳われている。 

・土砂の流れに起因する安全上、利用上の問題の解決と、土砂によって形成される自然環境や景観の保全を図る

ため、山地から海岸までの一貫した総合的な土砂管理を行う。（目的） 

・各種のダムにおいてはダム貯水池への土砂流入の抑制や土砂を適正に流下させる取組を関係機関と連携して推

進する。（ダム） 

・適切な土砂管理を行うための土砂移動に関するデータの収集及び分析や有効な土砂管理を実現する技術の検討

及び評価を行う。（調査・研究） 

一方、総合的な土砂管理の取組を推進するにあたり、土砂移動に関するデータの収集・分析に資する技術の開

発や有効な土砂管理の実現に資する技術の開発は、未だ発展途上の段階にある。 

 

2.  目標とする研究開発成果 

本研究開発プログラムでは、土砂移動に関するデータの収集・分析や有効な土砂管理の実現に資する技術の開

発により、総合的な土砂管理の取組の推進を図ることとし、以下の達成目標を設定した。 

(1)  土砂動態のモニタリング技術の開発 

(2)  土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた土砂管理技術の開発 

(3)  自然エネルギーを活用した土砂管理技術の開発 

 

3.  研究の成果・取組 

「2. 目標とする研究開発成果」に示した達成目標に関して、平成 29 年度に実施した研究の成果・取組につい

て要約すると以下のとおりである。 

 

(1)  土砂動態のモニタリング技術の開発 

流砂系の総合的な土砂管理において、山地で生産される土砂の量・質（粒径）を評価・モニタリングするこ

とはもっとも重要な課題の一つである。達成目標(1)は流砂系の土砂動態評価・モニタリング手法の一つとして、

粒径別土砂生産量の空間分布評価手法を構築することを目的としている。平成29年度は、山地流域の土砂生産・

輸送過程を明らかにするため、沙流川水系総主別川を対象に濁度計で連続観測したSS濃度と流量とのヒステリ

シスパターンを類型化するとともに、出水時の濁質について放射性同位体トレーサにより流域内の生産源を推

定した。その結果、C-Qヒステリシスは概ね４つのパターンに分類でき、出水規模によって出現するパターンが

異なること、出水規模が大きいほど広範囲から土砂供給があることが確認された。また放射性同位体トレーサ

による生産源推定の結果、流量が大きいほど堆積岩（A）、付加体玄武岩ブロック（C-1）等の風化細粒土砂の寄

与が増加する一方、付加体堆積岩（C-3）の寄与が減少傾向を示すこと、中規模出水（ピーク比流量 0.1m3/s/km2

前後）でA及び C-1の寄与が高くなることがわかった。流域の上流に位置するAや C-3の寄与が流量規模によっ
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て大きくなることは、C-Qヒステリシスパターンの出現傾向と一致している。また、Aや C-1の地域は、河床礫

がスレーキングにより細粒化し、微細な土砂が生産されている様子が現地で確認できた。このような河床で細

粒化された材料は中規模程度の出水で容易に河川水中に取り込まれ、下流へ流出したと考えられ、このことも

中規模出水時に出現する C-Q ヒステリシスパターンと一致する。このように、把握困難な地質・風化特性を反

映した山地流域の土砂生産・流出特性を、濁度計観測やトレーサ手法によって定量的に評価でき、これらの手

法が土砂生産源の定量モニタリングツールとして有効であることを確認できた。 

 

(2)  土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた土砂管理技術の開発 

達成目標(2)は、3 つの実施内容で構成されている。一つ目は、各種土砂供給方法での流量－土砂供給量等の

関係を明確にし、土砂供給による下流河川の物理環境変化（地形変化、河床表層材料の変化等）を予測する技術

を開発することを目的とするものである。平成 29年度は、小渋ダム土砂バイパスの運用実績データ（小規模洪

水）に基づく河床変動計算を実施し、ダム下流河道の土砂動態について運用前後の河床材料調査等によるモデル

の検証を行った。その結果、表層粒度分布について比較的良好な再現性が得られた。二つ目は、土砂供給に伴う

ダム下流の水域および陸域のレスポンスの解明を目的とするものである。平成 29年度は、土砂供給の影響を受

ける河床環境に関する変数として石礫の露出高（砂面から石礫の頂部までの高さ）に着目し、石礫の露出高と縄

張りアユによる付着藻類の摂食の有無との関連を調べた結果、縄張りアユによって石礫が摂食に利用される閾値

として、50～60 mm程度の露出高が推定された。また、ダム下流の調査結果から、特定の比高を選好する植物種

が複数確認されたことから、土砂供給による植物種への影響を評価する指標として、比高が活用できることが示

唆された。三つ目は、土砂供給による河川水質への応答特性を把握するとともに、評価対象項目に関する毒性情

報の収集や生物試験の実施により、生態リスク評価を目的とするものである。平成 29年度は、前年度に影響評

価を実施した金属類のうち、影響が懸念されたマンガンについて、評価対象地の環境に即した生物種を用いて影

響評価試験を行い、無影響濃度を算出した。また、土砂供給時を想定した試料（土砂の溶出試験後の試験液）に

含まれる10種の金属類について、水生生物に直接影響を及ぼすと考えられるイオンとしての形態（Labile態）

の存在率を算出した。その結果、形態別の存在濃度を考慮することにより、従来の全濃度による評価と比較して

より適切な影響評価に繋がる可能性が示唆された。 

 

(3)  自然エネルギーを活用した土砂管理技術の開発 

達成目標(3)はパフォーマンスの高い土砂管理技術の開発を目的としている。土木研究所では、ダム貯水池の

堆砂対策およびダム下流の流砂環境の保全・改善のために、より広範囲な貯水池条件に適用可能で、経済的な

土砂供給手法として、貯水池の上下流水位差によるエネルギーを活用したフレキシブル管を用いた排砂手法(通

称：潜行吸引式排砂管)の開発を行ってきており、塵芥・巨石・粘性土といった物がほとんど含まれない砂礫に

ついては小規模落差の横断工作物であれば下流へ供給可能であることを確認してきている。しかし、①自然堆

砂中には塵芥・巨石・粘性土等が存在するため、潜行吸引式排砂管には適用限界があり、他技術を活用して事

前に自然堆砂に含まれる吸引困難な規模の塵芥等を除去する前処理が必要な場合があること、②効率的に安定

してダム下流へ土砂を排出するための潜行吸引式排砂管の吸引性能の向上を図る必要があること、③これらを

検討のうえで現場に適した形での実用化を図ることが必要となっている。そこで、平成 29 年度は、 

１）自然堆砂に含まれる大規模な塵芥等、潜行吸引式排砂管による吸引が困難と考えられる物体について、水

中における土質調査技術や水中施工技術の組み合わせにより効率的に塵芥等を前処理できるシステムの概略を

検討した。 

２）潜行吸引式排砂管の吸引性能の向上方策の検討について、吸引可能な土砂堆積層の底盤に厚い塵芥層が存

在している場合やコンクリート床板等であった場合の吸引口の閉塞防止形状を提案し有効性を確認した。また、

揚程 2m 程度のサイフォン、管延長を変化させる等の実験により、管内流速の変化による吸引性能の違いを確

認し、今後の吸引性能の向上に向けた検討への有用な知見を得た。 

３）本技術の実用化に向け、ダム貯水池を対象として、必要とされる潜行吸引式排砂管の規模（管の口径等）

を検討した。さらに、実際の水力発電所に付属する沈砂池において排砂管（管径 100mm、管長約 36m） により
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排砂実験を行い、発電所の運用を止めることなく、吸引口径（50mm）程度以下の粒径の土砂を下流へ排砂可能

であることを確認した。 
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DEVELOPMENT OF SUSTAINABLE SEDIMENT MANAGEMENT TECHNOLOGY 

IN SEDIMENT TRANSPORT SYSTEM 

 

Research Period ：FY2016-2021 

Program Leader ：Director of Hydraulic Engineering Research Group 

Hakoishi Noriaki 

Research Group ：Cold-Region Hydraulic and Aquatic Environment Engineering Research Group 

(Watershed Environment Engineering Team), Water Environment Research 

Group(Water Quality and Aquatic Restoration Research Center ), Hydraulic 

Engineering Research Group (River and Dam Hydraulic Engineering 

Research Team) 

 

Abstract ：Consistent comprehensive sediment management from the mountains to the coast is required 

to solve the safety and operation issues caused by the flow of sediment, and preserve the natural 

environment and landscape formed by sediment. The development of technology that contribute to the 

realization of the development and effective sediment management of technology to contribute to the 

collection and analysis of data related to sediment transport can be found in the still developing stage. For 

promotion of comprehensive sediment management, we are still in the process of developments of technology 

for data collection/analysis about sediment movement and technology for realization of efficient sediment 

management. (1) Development of technology for monitoring sediment dynamics (2) Development of 

technology for prediction and evaluation for impacts of changes in sediment dynamics on aquatic and 

terrestrial environments and development of the sediment management technology with these prediction 

and evaluation (3) Development of technology for sediment management technology using water level 

difference with the development of technology, we aim to contribute sediment dynamics monitor, survey and 

prediction of sediment production source, prediction and evaluation for impacts of changes in sediment 

dynamics on river environment, sustainable sediment management by sediment supply. 

 

Key words  : Comprehensive sediment management, Radioactive tracer, Environmental impact, 

Burrowing type sediment removal suction pipe
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12.1  土砂動態のモニタリング技術の開発 

12.1.1 粒径別土砂生産量の空間分布評価手法に関する研究 

担当チーム：寒地水圏研究グループ（水環境保全チーム） 

研究担当者：新目竜一、谷瀬敦、○水垣滋 

 

【要旨】 

流砂系の総合的な土砂管理において、山地で生産される土砂の量・質（粒径）を評価・モニタリングすること

はもっとも重要な課題の一つである。山地流域の土砂生産・輸送過程を明らかにするため、沙流川水系総主別川

を対象に継続している流砂水文観測のデータを用いて、2011 年～2016 年の約 6 年間における連続雨量 20 mm 以

上の出水イベントを抽出し、濁度計で連続観測した SS 濃度と流量とのヒステリシスパターンについて類型化を

行った。また、出水時に採水した濁質について、放射性同位体をトレーサとして、流域内の異なる 3種の生産源

（岩種）からの寄与を推定した。その結果、C-Q ヒステリシスは概ね４つのパターンに分類でき、出水規模によ

って出現するパターンが異なること、出水規模が大きいほど広範囲から土砂供給があることが確認された。また

放射性同位体トレーサによる生産源推定の結果、流量が大きいほど堆積岩（A）、付加体玄武岩ブロック（C-1）等

の風化細粒土砂の寄与が増加する一方、付加体堆積岩（C-3）の寄与が減少傾向を示すこと、中規模出水（ピーク

比流量 0.1 前後）で A 及び C-1 の寄与が高くなることがわかった。流域の上流に位置する A や C-1 の寄与が流

量規模によって大きくなることは、C-Q ヒステリシスパターンの出現傾向と一致している。また、Aや C-1 の地

域は、河床礫がスレーキングにより細粒化し、微細な土砂が生産されている様子が現地で確認できた。このよう

な河床で細粒化された材料は中規模程度の出水で容易に河川水中に取り込まれて下流へ流出したと考えられ、こ

のことも中規模出水時に出現する C-Qヒステリシスパターンと一致する。このように、把握困難な地質・風化特

性を反映した山地流域の土砂生産・流出特性を、濁度計観測やトレーサ手法によって定量的に評価でき、これら

の手法が土砂生産源の定量モニタリングツールとして有効であることを確認できた。 

 

キーワード： SS濃度、ヒステリシス、生産源推定、放射性同位体、風化 

 

 

1．はじめに 

平成 10（1998）年 7 月に当時の建設省河川審議会

総合政策委員会総合土砂管理小委員会から建設大臣に

「流砂系の総合的な土砂管理に向けて」の答申がなさ

れ、「時間的・空間的な広がりをもった土砂移動の場」

を「流砂系」と定義し、流砂系においてそれぞれの河

川・海岸の特性を踏まえて、国土マネージメントの一

環として適切な土砂管理を行うことが目標にかかげら

れた 1)。これを実践するために、土砂移動に関するデ

ータの収集及び分析や有効な土砂管理を実現する技術

の検討及び評価を行うことが求められている。 

土砂移動に関するデータの収集及び分析に関して、

管理対象となる土砂（ダムの堆積土砂、下流の河床材

料、海岸砂、沿岸底質・濁質）の粒径に応じた土砂生

産・流出・堆積実態をさまざまな時間（出水、季節変

動、年々変動）・空間（山地源頭域、小流域・中流域・

大流域）スケールで把握すること、すなわち流域スケ

ールで土砂の量・質（粒径）の時空間分布情報を把握

することが必須となる。近年、河川上流域から海域ま

で一貫した研究事例がみられるようになった 2)。しか

し、それらもダムを上流端とした流砂系での事例であ

り、土砂の生産源（山地）から堆積域（氾らん原・沿

岸・海岸）を一連のシステム（流砂系）として捉えて

検討された事例は極めて少ない。その要因として、既

往の調査手法が領域ごとに設定されているため、流砂

系一貫した土砂動態を把握するには限界があることが

挙げられる。土砂の一次生産源である山地から海岸ま

で、流砂系における土砂生産源の時空間分布を粒径別

に評価する新たな調査・解析手法の開発が急務である

が、未だ発展途上の段階にある。 

とくに山地上流域からの土砂生産・流出については

未解明な部分が多い。山地域は、流砂系の土砂生産源・

供給源であり、生産・供給された土砂はその粒径によ

って輸送される距離が異なる。海岸や沿岸の底質材料
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となる砂・シルト・粘土といった細粒・微細土砂は、

栄養塩のキャリアとしても河川・沿岸生態系において

重要な役割を果たす。したがって、流砂系の総合的な

土砂管理において、山地で生産される土砂の量・質（粒

径）を評価・モニタリングすることはもっとも重要な

課題の一つである。 

土砂生産量は流域の土砂生産特性の代表的な指標

であり、砂防計画やダム堆砂対策を立案する際の基本

的かつ極めて重要な情報である。一般に土砂生産量は、

砂防・発電・多目的ダム等の堆砂データに基づいて評

価されるため、掃流砂や浮遊砂といった比較的粗粒な

土砂が対象になる。全国の多数の堆砂データを用いた

解析結果から、土砂生産量の主な規定要因として地質

特性の影響がよく知られている 3)。しかし、流域がさ

まざまな地質で構成される場合、流域内の土砂生産量

の空間的な違い（ばらつき）は把握できない。また、

ダムがない流域では長期的なデータの蓄積がない場合

が多く、土砂生産量の評価も困難となる。近年、濁度

計を用いた多地点での同時観測により、浮遊土砂（微

細土砂）を対象とした土砂生産量を評価した事例も報

告されているが 4)、観測期間も短く、まだ事例は多く

ない。このように、流域の土砂生産量の評価は手法に

より対象粒径がさまざまに異なり、長期的な土砂生産

量の空間分布の評価には多大な労力がかかる。したが

って、流域内の土砂生産源の空間分布を評価・モニタ

リングする新たな手法が必要となる。 

本研究課題の目的は、流砂系の土砂動態評価・モニ

タリング手法の一つとして、粒径別に土砂生産量の空

間分布を評価・モニタリングする手法を構築・提案す

ることである。まず、流域スケールにおいて粒径別の

土砂生産源を定量的に評価するために、対象とする流

域の土砂生産流出実態を把握し、土砂生産源推定手法

と流出土砂量の観測手法とを組み合わせた、新たな土

砂生産量評価手法を確立する必要がある。さらに、土

砂生産量の空間分布特性を評価する手法を開発し、汎

用性のある手法として構築・提案することを目指すこ

ととする。 

今年度は、山地流域の土砂生産・輸送過程を明らか

にするため、沙流川水系総主別川流域において流砂水

文観測を行い、SS 濃度の水文応答特性から土砂の生

産・輸送過程を推定した。また、出水時に採水した濁

質について、放射性同位体をトレーサとして、流域内

の異なる 3種の生産源（岩種）からの寄与を推定した。 

 

2.  濁度計とトレーサを用いた山地流域の浮遊土砂

生産・流出過程の推定 

2.1 目的 

山地から沿岸までを流砂系とした総合的な流域土

砂管理において、山地流域から流出する浮遊土砂の生

産･流出特性を把握することは、基礎的かつ重要な課題

である。一般に、流域からの浮遊土砂流出特性は SS濃

度と流量のべき乗回帰式で評価されるが、山地小流域

では、SS濃度と流量との決定係数は必ずしも高くなく、

ヒステリシスを示すことが多い 5)。このヒステリシス

は、浮遊土砂の生産源や輸送過程を反映していくつか

のパターンに分類されることが知られており 6)、流域

の浮遊土砂生産源や流出特性を示す指標となりうる。 

一方、浮遊土砂の生産源推定には、しばしばトレー

サ手法が用いられ、岩種や侵食深が異なる生産源から

の寄与率を推定できる 7)。しかし、流域の土砂生産・

流出特性は出水規模やタイミングに応じてさまざまに

異なることが普通であり、長期的な観測に基づいた解

釈が必要である。 

本研究の目的は、流域の浮遊土砂生産･流出過程を

明らかにすることである。濁度計観測によりさまざま

な融雪・降雨流出時の浮遊土砂濃度ヒステリシスを調

べた。また、放射性同位体トレーサを用いた浮遊土砂

生産源推定を行った。 

 

2.2 材料と方法 

2.2.1 調査地及び野外調査 調査流域は、北海道南部

に位置する一級河川沙流川水系額平川の支川、総主別

 

図-1 調査地位置図 

旭

総主別川

C-1

A

C-3
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川流域（16.75 km2）とした（図-1）。地質は主に白亜紀

堆積岩（A）、付加体玄武岩ブロック（C-1）及び付加体

堆積岩（C-3）で構成され、全域が森林で覆われている。 

流域末端部に水位計（応用地質 S&DL mini）及び後

方散乱式濁度計（JFE アドバンテック Infinity Turbi）

を設置し、2010 年 10 月から 2016 年 12 月まで約 6 年

間、水位及び濁度を 10～20分間隔で記録した。また、

2011年～2014年の融雪出水及び夏・秋期の降雨出水時

に流量観測及び表面採水を行った。 

2.2.2 分析・解析方法  

 

図-2  ヒステリシスループのタイプ 

 

 

図-3  ヒステリシスループの出現傾向 

 

 

図-4  浮遊土砂生産源の寄与の頻度分布 

14.6%

30.3%
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時計
直線

反時計 8の字

最大比流量 [m3/s/km2]

反時計

直線

時計

８の字
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濁度データは、バッテリー切れや土砂による埋積、

河床低下に伴う浮き上がりなどによる明らかな異常

値・ノイズを除外した後、原因不明のスパイクを除去

するために前後 30 分の移動平均値を採用し、毎時デ

ータを抽出した。採取した河川水の SS 濃度と濁度と

の関係式を構築し、SS濃度に換算した。 

2.2.3 浮遊土砂の生産源推定  

浮遊土砂の生産源推定について、Mizugaki ら 7)は、

放射性同位体 212Pb、228Ac及び 40Kをトレーサとして、

流域内の異なる岩相を潜在的生産源とした浮遊土砂に

対する寄与率を推定できることを示した。本研究にお

いても、総主別川流域の浮遊土砂の生産源を推定する

ために融雪出水時や降雨出水時に表面採水を行い（11

イベント、37サンプル）、抽出した浮遊土砂成分の 212Pb、
228Ac 及び 40K 濃度をガンマ線検出装置により分析し、

3 種の岩相（A：堆積岩、C-1:付加体玄武岩ブロック、

C-3：付加体堆積岩）からの浮遊土砂に対する寄与率を

推定した。 

 

2.3 結果及び考察 

2.3.1 SS 濃度ヒステリシスの類型化と出現傾向 

2011年～2016年に水位計・濁度計により観測された

流量・SS濃度の時系列データから、連続雨量 20mm以

上の 89 イベントを対象に、SS 濃度の流量に対するヒ

ステリシスループを時計回り、反時計回り、直線、8の

字の 4つのタイプに類型化した（図-2）。ヒステリシス

のタイプ別の出現割合は時計回りが最も多かった（図

-3 左）。ヒステリシスのタイプ別にイベント期間中の

最大流量を比較したところ、時計回り＜直線・8 の字

＜反時計回りの順に大きかった（図-3右）。ヒステリシ

スループの出現傾向は、出水規模によって異なること

が明らかになった。 

2.3.2 浮遊土砂生産源 

流域の 3つの岩相からの浮遊土砂に対する寄与率は、

堆積岩（A）で 38.8%、付加体玄武岩ブロック（C-1）

で 25.4%、付加体堆積岩（C-3）で 35.8%（いずれも流

出土砂量による加重平均値）であった（図-4）。比流量

と生産源寄与との関係を調べたところ、Aと C-1の寄

与率は有意な正の相関（A: r=0.3965, p=0.0151、C: 

r=0.3731, p=0.0229）が、C-3は有意な負の相関（r=-0.6296, 

p<0.0001）が認められた（図-5）。これらの結果から、

流量規模（ピーク比流量）が大きくなるほど流域の上

流に位置する A や C-1 の地域から浮遊土砂が供給さ

れ、流量規模が小さい時は観測点近傍の C-3地域の浮

遊土砂が主たる成分となると推察される。とくに、中

規模程度の出水（ピーク比流量が 0.1 m3/s 前後）では

Aと C-1の寄与が急激に増加していることが認められ

た（図-5）。 

これは河床材料（岩石）の風化特性が反映している

可能性がある。現地の河岸･河床材料を調べたところ、

A（堆積岩）の地域では水面から露出した河床や河岸の

礫がスレーキングにより細片化している様子がいたる

ところで認められた（図-6左）。また C-1（付加体玄武

岩ブロック）の地域も同様に水面から露出した河床に

スレーキングにより顕著に細片化した礫が、A地域ほ

 

図-6  地質（岩種）による風化特性の違い 

堆積岩 付加体玄武岩ﾌﾞﾛｯｸ 付加体堆積岩

 

図-5  浮遊土砂生産源の寄与と流量の関係 

*: 観測機器による捕捉土砂。比流量は推定値。 

*

*

*

A  : 堆積岩
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どではないが、いくつも認められた（図-6中）。このよ

うな細片化した土砂は極めてもろいため、水中に取り

込まれるとさらに細粒化し濁度成分として流出する可

能性がある。一方 C-3（付加体堆積岩）の地域の河床

では、Aや C-1のようなスレーキングによる細片化は

ほとんど認められず、砂礫が表面を覆っており、微細

土砂は確認できなかった（図-6右）。このような河床に

おける岩石の風化による微細土砂生産により、中規模

出水時の濁質流出に対してAやC-1の寄与が急激に増

加したものと推察される。このような河床からの微細

土砂の供給過程は、ヒステリシスタイプの解析におい

て中規模出水時に直線形のパターンが出現していたこ

とと整合する。 

 

2.4 まとめ 

ヒステリシスループの出現傾向から、流量規模が大

きいほど流域の広範囲の斜面・河道から土砂が供給さ

れることがわかった。トレーサ手法では、流量規模が

大きいほど流域上流に分布する付加体玄武岩ブロック

や堆積岩地域からの土砂供給が寄与すること、また河

床材料の風化による微細土砂生産が中規模出水時の濁

質流出に寄与することが示唆され、ヒステリシスルー

プの結果とも整合する。これらのことから、濁度計観

測は浮遊土砂の流出量だけでなく生産源推定における

モニタリング手法として有効であるといえる。 
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Abstract:  

To elucidate the suspended sediment dynamics at mountain catchment, hydrological observation and 

fingerprinting sources of suspended sediment were conducted in the Soshubetsu Creek catchment, a 

tributary of Saru River, northern Japan. Analysis of rating curve between suspended sediment 

concentration and discharge for 6 years suggested that the four different types of hysteresis loop could be 

found according to the magnitude of flood event. Fingerprinting technique also suggested that the 

contribution of source groups, sedimentary rock (A) and accretionary complex of basalt block (C-1), to 

suspended sediment could increase according to discharge, especially in mid-range of discharge. These 

findings of hysteresis type analysis and fingerprinting technique were well consistent with each other, 

indicating that complementary use of these tools were available for quantitative monitoring of suspended 

sediment dynamics in mountain catchment. 
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12.2  土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた

土砂管理技術の開発   

12.2.1  土砂供給に伴う河川環境影響評価およびダムからの土砂供給技術の運用手法に関す

る研究 

   

担当チーム：水工研究グループ（水理）、 

水環境研究グループ（自然共生研究センター、水質） 

研究担当者：石神孝之、宮脇千晴、櫻井寿之、中西 哲 

      萱場祐一、宮川幸雄、小野田幸生、末吉正尚 

                           小川文章、鈴木裕識、村田里美 

 

【要旨】 

国土形成計画等において、山地から海岸までの一貫した総合的な土砂管理の推進等が謳われており、これらを

推進していくためには、土砂動態のモニタリング、環境影響評価、対策技術を統合した流砂系における持続可能

な土砂管理システムの構築が求められている。本研究は、3 つの実施内容で構成されている。一つ目は、ダム等

からの各種土砂供給手法に伴う土砂動態を予測する技術を開発するとともに、供給土砂によるダム下流河道の河

床変動等を予測・評価する技術の提案を目的とするものである。2017 年度は、小渋ダム土砂バイパストンネルの

運用実績データ（小規模洪水）に基づく河床変動計算を実施し、ダム下流河道の土砂動態について運用前後の河

床材料調査等によるモデルの検証を行った。その結果表層粒度分布の再現性を確認した。二つ目は、土砂供給に

伴うダム下流の陸域および水域のレスポンスの解明を目的とするものである。2017 年度は、土砂供給の影響を受

ける河床変量として石礫の露出高（砂面から石礫の天端までの高さ）に着目し、石礫の露出高と縄張りアユによ

る付着藻類の摂食の有無との関連を調べた結果、縄張りアユによって石礫が摂食に利用される閾値として、50～
60 mm 程度の露出高が推定された。また、小渋ダム下流の調査結果から、特定の比高を選好する植物種が複数確

認されたことから、土砂供給による植物種への影響を評価する指標として、比高が活用できることが示唆された。

三つ目は、土砂供給による河川水質への応答特性を把握するとともに、評価対象項目に関する毒性情報の収集や

生物試験の実施により、生態リスク評価を目的とするものである。2017 年度では、土砂供給に伴う水質変化への

影響評価対象地の現地の環境を考慮した有害性評価値の導出フローを構築し、ケーススタディーとして、矢作ダ

ムにおける土砂供給時のマンガンの有害性評価値の導出に適用した。また、土砂供給時を想定した試料（土砂の

溶出試験後の試験液）に含まれる 10 種の金属類について、水生生物に直接影響を及ぼすと考えられるイオンとし

ての形態（Labile 態）の存在率を算出した。その結果、形態別の存在濃度を考慮することにより、従来の全濃度

による評価と比較してより適切な影響評価に繋がる可能性が示唆された。 
  

キーワード：土砂動態、河床変動、河床変動計算、砂被度、陸域植生、付着藻類、急性毒性、生態リスク、

形態別金属存在比率 

 

 

1. はじめに   

河道改修やダムの建設といった流域の開発や治山・砂

防による山地の安定によって、河川を流下する土砂の量

が減少した、いわゆる hungrywater の状態となっている
1)。流下土砂量の減少により、河川では河床低下による横

断形状の二極化や沖積層の減少による岩盤の露出が顕在

化し、河川内構造物への影響や瀬・淵といった河川が本

来持つリーチスケールの微地形の減少などが懸念されて

いる。また、沿岸域では供給土砂量の減少による海浜の

後退など、土砂成分の減少は河川・沿岸域で問題となっ
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ている。 
一方、ダムや堰などの河川横断構造物では、流下土砂

の分断化による堆砂問題が進行している。このように流

域全体を俯瞰すると、土砂量が過剰な箇所と窮乏してい

る箇所が局在化するアンバランスな状態となっている。 
このような背景を受け、2008年に策定された国形成計

画では、「総合的な土砂管理の取り組みの推進（以下、総

合土砂管理）」、いわゆる流域一貫の土砂管理の必要性が

謳われ、その解決策として土砂動態のモニタリング、環

境影響評価、対策技術を統合した流砂系における持続可

能な土砂管理システムの構築が求められている 2)。しか

し、現状としては総合土砂管理を実施するための総合的

な手段や手引きなどは策定されていない。この理由につ

いて、山本 3)は総合土砂管理の困難さについて、5つの理

由を挙げて説明している。①土砂動態に関する経験的・

科学的知見の不足と不確実性。②全体と部分の不調和。

③総合土砂管理計画に関わる計画（調整）主体の不在。

④受益と負担の調整の困難性。⑤流域計画の不在である。 
このうち、①の理由は、総合土砂管理の根幹に関わる

問題であろう。河川における土砂動態は主に実験室レベ

ルで蓄えられた知見をもとに、数値計算の技術を現地に

適用して将来を予測するものである。しかし、流入土砂

量の境界条件は不確実性を大いに伴うし、局所的な河川

の流れと土砂動態についても未解明な部分が多い。 
また、②の理由は、ダム、河川や沿岸域といった個別

の部分空間が持つ特性と利用形態が各々異なるために生

じる問題である。河川環境まで目を広げると、一般的な

土砂動態の予測の空間スケールと環境を評価するための

空間スケールが大きく異なることが挙げられる。概して、

土砂動態の空間スケールが大きいのに対して、環境を評

価するための空間スケールは小さくなる。この空間ス

ケールのギャップもまた全体と部分の不調和に含められ

る。 
また現在、ダムの堆砂対策や下流河川の環境を回復す

る目的とした土砂供給が各地で実施されている。これら

土砂供給による下流河川での異常な土砂の堆積は、治水

および環境面へ影響を及ぼす可能性がある。また、供給

される土砂に含まれる重金属などの物質が河川に生息す

る生物に対する影響についても検討しなければならない。 
本研究では、上記の総合土砂管理の困難性に鑑み、以

下の三つの点に着目し、研究を実施する。一つ目は、ダ

ム建設により土砂供給が激減した河川を対象とした土砂

供給による河床変動予測技術の開発である。二つ目は、

土砂供給に伴うダム下流の陸域および水域のレスポンス

の解明である。三つ目は、河川生態系へ影響を及ぼすお

それがある置土などに含まれる重金属性物質の安全性の

検討である。これらの項目について、本年度実施した研

究内容を報告する。 
 

2．土砂供給方法の違いを考慮した土砂動態の予測技術

の開発   

ダム等からの土砂供給方法の違いを考慮した土砂動態

の予測技術の開発に関して、2016年度の一次元河床変動

モデルを用いて、2016年度の小渋ダムバイパストンネル

の運用時のダム下流河川の土砂動態を対象に検証を実施

するとともに、河川生態への影響が著しい瀬淵がある領

域での二次元河床変動計算モデルによる再現状況につて

も検討した。 

 

 

図2.1 2016年の小渋ダム土砂バイパストンネル試験運用の概要図 
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2.1  2016 年度小渋ダム土砂バイパストンネル運用時に

よる土砂動態  

2016 年度から小渋ダム土砂バイパストンネルが試験

運用され、2016年9月の洪水時に図2.1の操作がなされ、

それに伴う土砂収支はモニタリング委員会で図2.2のと

おり報告されている。ダム下流河川への土砂バイパスト

ンネルによる土砂供給が土砂動態に与える影響について、

一次元河床変動モデルを用いて、ダム下流河川として小

渋川のダム直下地点から天竜川合流地点までを対象に土

砂動態について検討した。なお、小渋川のダム下流河道

は、図2.3に示すように河床勾配は1/121～1/97であり、

平均的な低水路幅は約 15ｍで、粗度係数は 0.045m1/3･s
程度である。河道横断工作物として、天竜川合流地点か

ら上流 1.3ｋｍ付近に生田第一床固工、3.0ｋｍ付近に生

田第二床固工がある。 
ダム流入の最大流量は 110m3/s（概ね 1/1.1 年確率規模

相当）の出水で、土砂バイパストンネルから60～80m3/s
の放流を実施している。なお、モデルの検証に用いる河

床材料調査が運用前(6/17～6/18)と運用直後(9/26～9/27)
と出水後（11/8～11/9）にかけて実施されていることを考

慮して、9/20～9/26 の期間を対象に計算した。また、ダ

ム流入土砂量は 1/1.1 年確率規模で設定し、63.7 千m3と

し、実質量換算した上で粒径毎のダム流入土砂量を Qs=
αQβの推定式で算定した。さらに、バイパス流入量と流

入土砂量との関係については、水理模型実験により検討

されている。実験では細粒分と粗粒分のバイパス通過土

砂量が計測されており、平均的な洪水波形と計画高水流

量相当の洪水波形で実施されている。粗粒分については、

ピーク流量前ではほとんどバイパス内へ土砂が流入せず、

ピーク流量後に土砂が流入する傾向にある。また、細粒

分についても、ピーク流量前ではピーク流量後と比較し

て土砂の流入が少ない傾向にある。これらを考慮したバ

イパス流入土砂量を小渋川のバイパストンネル吐口地点

での供給土砂として河床変動計算を行った。また、バイ

パストンネル運用前と運用直後と出水後の現地での粒度

分布について、面積格子法の調査結果を図2.4に示す。

図2.4に示すとおり、運用直後に粒径が小さくなるが、

その後運用前の状態に近づいていく傾向がみられる。 

一次元河床変動計算結果を図2.5～2.7に示す。土砂バ

イパストンネルからの供給土砂は、4.3k 上流区間に顕著

に堆積する傾向が見られる。本モデルでは、バイパス減

勢工や簡易索道の詳細な構造物のモデル化までは考慮し

ていないが、今回の運用において現地では供給土砂のう

ち礫成分は全て減勢工に堆積している現象が確認されて

0

20

40

60

80

100

0.0 0.1 1.0 10.0 100.0 1000.0

粒
度

（％
）

粒 径（mm）

運用前

運用直後

出水後

 

 

図 2.4 土砂バイパストンネル運用前後の粒度分布 

 

  

 

図 2.2 2016年の小渋ダム土砂バイパストンネル運用時

の土砂収支の概要図 
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図2.3 小渋ダム下流の縦断図（最新河床高、堤防高、低

水路川幅） 
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いることから、計算結果は概ね現地の傾向と一致すると

考える。また、供給土砂の多くが第二床固上流区間に堆

積する傾向が見られ、下流ほど河床変動量は小さくなる。

また、粒度分布について見ると、第二床固上流の 3.45k
地点については、面積格子法による調査結果と比較して、

河床材料の細粒化が著しいものの、バイパス運用後も細

粒分が残る傾向は調査結果の傾向と一致している。 
次に、一次元河床変動計算結果から土砂バイパストン

ネルの供給土砂により河床変動が顕著に見られ、砂州や

早瀬等を有し河川環境において懸案地点となる、第二床

固より上流約 1km 区間（3.06k～4.10k）について iRIC 
(International River Interface Cooperative)に搭載されている

二次元河床変動モデル Nays2DH を用いてこれらの変化

について検討した。 
河道モデルの作成は、主に2016年の測量断面を基に作

成し、作成した地形データおよび格子を図2.8に示す。

メッシュは河道の流下方向に沿って概ね横断方向の幅が

均一になるように設定し、横断方向には約 10m間隔、縦

断方向には約50m間隔となるように分割を行った。流量

は小渋ダムの計画規模相当の放流量とし、計算期間は10
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図 2.5 縦断図（河床高） 

図 2.6 計算結果（平均粒径） 

） 

図 2.7 計算結果（粒度分布） 

 

 

図2.9 河床変動平面分布図(流量ピーク時) 

 

 

 

図2.10 河床変動平面分布図(流量低減時) 

 

 

 
図2.8 平面地形と格子 
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日間としている。 
河床材料の設定は以下の区間で行った。第二床固工よ

り上流から 4.0k地点（狭窄部）までは 3.15kの河床材料

を適用し、4.0kよりも上流域では4.075kで採取された河

床材料を適用した。なお、流入土砂の粒度分布について

は、一次元河床変動計算で用いられたダム流入土砂の粒

度分布とした。 
以上の区間の河床変動の計算結果は、図2.9、2.10に示

すとおり、洪水ピーク後の流量低減時に砂成分が流路側

岸上に堆積する傾向がみられた。 

 

2.2  まとめ 

本研究では、土砂供給に伴う土砂・水質の動態、そし

て土砂供給が陸域における生物および水域における生物

に及ぼす影響について調査を行った。その結果、以下の

ことがわかった。 
2016 年度小渋ダム土砂バイパストンネル運用時にお

ける土砂動態（河床変動、表層土砂の粒径）について、

一次元河床変動計算の再現性は比較的良好な結果となっ

た。また、土砂供給による環境影響が比較的大きい区間

での二次元河床変動計算モデルの適用については、モデ

ルの適用上で一次元河床変動計算と同じ条件での計算が

できていないが、計画規模での流入条件である程度再現

可能であり、河床環境への影響を評価するためのツール

となるが、さらなる検証が必要となるとともに、必要と

している現象に対応するためには計算メッシュ等の検討

も必要である。なお、今回検討したものは、ダム流入の

最大流量は 110m3/s の洪水での土砂バイパストンネルを

操作して、ダム下流河道へシルト359m3、砂8059m3を供

給した場合であり、更に、他の運用実績による土砂供給

時の土砂動態変化の蓄積を進めるとともに、今後、この

土砂バイパストンネルの操作による土砂供給量の時系列

とその土砂供給時の環境影響の関係も考慮しながら、理

想的な土砂供給手法についても検討を進めていく必要が

ある。 

 

3 土砂供給による河川環境のレスポンス 

3.1  アユによる摂食場所利用に基づく土砂堆積厚の閾

値の目安の検討 

3.1.1  はじめに 

ダム貯水池への土砂の堆積は堆砂問題として知られ、

利水や治水などのダムの機能を低下させるだけでなく、

流域規模の土砂輸送の連続性を分断化させる 4)。そのた

め、解決方策の一つとして、総合土砂管理計画のもと、

ダム下流へと土砂を人為的に供給する事業が全国で実施

されはじめている。しかしながら、人為的な土砂供給は、

自然状態における土砂動態とは異なった質や量となる可

能性があるため、土砂供給に伴う河床環境の変化やそれ

に対する生物への応答を予測する技術が必要とされてい

る 5,6)。生物の応答が予測可能となれば、生物などへの影

響を緩和する工夫が可能となり、自然環境にも配慮した

土砂供給方法の検討に寄与できる。その結果、総合土砂

管理の円滑な実施に繋がると期待される。 
土砂供給に伴う生物の応答に関する既往研究では、河

川を代表する分類群について、多くの事例が蓄積されて

きた。例えば、付着藻類については、供給された土砂が

研磨剤として機能することで（クレンジング効果）、剥離

されやすくなるという報告がある 7,8,9)。攪乱の少ないダ

ム下流では藻類の更新が生じにくく、糸状藻類などアユ

の餌として価値の低い種が優占することもあるため 10)、

土砂供給による正の効果の一つとして認識されている。

底生動物については、土砂供給によって造網型の水生昆

虫が減少し、掘潜型などの砂を利用する水生昆虫が増加

することが報告されている 11)。細粒土砂が供給されない

ダム下流では河床材料が粗粒化しやすく、流況も安定化

しやすいため、造網型の水生昆虫が優占しやすい 12)。そ

のため、土砂供給による河床材料の粗粒化の緩和は多様

な底生動物の生息を保障する効果があると考えられる。

また、魚類については、産卵場として細粒土砂を必要と

するウグイの産卵場所の造成効果を有することも知られ

ている 13)。 
しかしながら、土砂供給量が増加した場合には土砂の

堆積量が増加することもあり、それにともなって石礫が

土砂に埋没することも考えられる。これが過剰となった

場合には、水生生物に負の影響を及ぼす可能性がある 14)。

たとえば、石礫の埋没などが生じた場合には、河床の石

礫の付着藻類を餌として利用するアユにとっては、摂餌

環境の変化となりうる。その影響を評価するためには、

石礫がどのくらいまで砂などに埋没しても影響がないか

という定量的な閾値が重要になる 15)。本研究では、石礫

が砂面からどの程度露出していれば、摂餌場所として利

用されるのかに読み替え、石礫の露出高（砂などの細粒

土砂の表面から石礫の頂点までの高さの最大値として定

義、図3.1参照）とアユによる利用との関連について解

析した。 
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3.1.2 方法 

調査対象地は、矢作川水系の巴川とした。矢作川は、

流域面積1830 km2、流路延長117 kmで三河湾に注ぐ一

級河川である。その流域地質は花崗岩類で占められ、砂

礫の生産量が多いため 16）、石礫の埋没した条件下でのア

ユの摂食状況を調査するのに適している。過年度の調査

結果から、石礫もある程度大きくその周辺に砂の堆積も

見られ、縄張り行動を示すアユが存在することが、明ら

かとなっている、巴川の調査地点を重点調査地点に設定

した（図3.2）。 
調査地点の瀬において、潜水目視観察を行い、縄張り

行動を示すアユを探索した。縄張りアユは摂食場所とし

て縄張りを保護するため、石礫の選好性を検証するのに

適した材料と考えられる。また、縄張りアユは、友釣り

の漁獲対象となるため、アユの漁場保全を含めた閾値の

探索が可能になる利点もある。縄張りアユの判定は、他

個体への攻撃行動が見られたかによって行った。他個体

を攻撃する際には遊泳速度が高まるなど、通常の採餌と

は異なる行動も見られたため、それを参考にした。縄張

りの防衛のための攻撃行動が見られた場合、その個体の

行動を追跡し、その後執着して摂食した石礫を縄張りア

ユによって利用された石礫とした。縄張りアユによって

利用された石礫と環境中の石礫について、露出高を含む

石の形状と水理条件（水深と流速）などを計測した。本

研究では多くの変量を計測したが、①先行研究で石礫の

露出高がアユの食み跡の有無に対して予測力の高い変量

の一つであることが確認されていること 15)、②現場への

適用の際にはシンプルな結果の方が汎用性や応用性の高

い知見になりやすいこと、の2点を考慮し、アユの摂食

と石の露出高との関連に焦点をあてた解析結果について

主に報告する。 
石礫の露出高と食み跡の有無、縄張りアユによる利用

の有無との関連性を把握するため、石礫の露出高を説明

変数、食み跡の有無および縄張りアユによる利用の有無

それぞれを応答変数とするロジスティック回帰分析を

行った。さらに、縄張りアユによる利用のために必要な

石礫の露出高の閾値を探索するために、得られたモデル

に対し、縄張りアユによる利用の確率が50%となる露出

高、統計的分別能が最大となる（AUCが最大となる［偽

陽性率の値が小さい時点で、高い真陽性率を達成するこ

とを示す］21)）時の露出高を算出した。 

 

3.1.3 結果 

石礫の露出高に対する縄張りアユによる利用の確率を

ロジスティック回帰分析で推定した結果（図3.3）、有意

な正の関係性がみられ露出高が大きいほど食み跡がある

確率が高まることが示された。閾値の目安として、50％
確率を示す露出高と AUC が最大となる露出高の 2 種類

を算出した結果、それぞれ約100 mmおよび約60 mmと

推定された。 

 

3.1.4 考察 

本研究の結果は、より大きな露出高をもつ石礫ほど、

縄張りアユに利用されやすいことを示している。さらに、

本研究の場合には、縄張りアユによる利用の有無を分け

る閾値の目安は、約60～100 mm程度と考えられた。な

お、大型実験水路で同一形状の擬石を用いて、3種類（20 
mm、 50 mm、100 mm）の露出高を成魚のアユに選択さ

せた実験では、20 mm はあまり利用されず、50 mmと

露出高石礫

砂などの細粒土砂

 

図3.1 露出高の定義  

 

図3.2 巴川の調査地点の地図（上）と全景写真（下） 
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100 mm は同程度利用されたと報告されている 15)。この

結果から、アユの選好性を考慮すると50 mm程度の露出

高が必要であると考えられる。 
本研究の対象魚であるアユについては、大きな粒径の

石が浮き石状態であることや、凹凸のある河床が、好漁

場を規定する条件や選好性の対象として報告されている
17,18,19)。大粒径の石礫はその高さおよび露出高が大きい傾

向であり、さらに浮き石状態であるということは砂など

に埋没していないことを示している。凹凸のある河床と

いう表現はそれらを統合した結果といえるだろう。この

ように、アユの好適な生息環境を表す指標として河床の

石礫がより砂などの表面から露出しているかが重要であ

り、本研究結果もアユの摂餌場所に対する石礫の露出高

の選好性を反映したものと考えられる。 
本研究の成果を実際の土砂供給に適用する際には、露

出高の閾値の目安が1つの調査地点から推定されたこと

に注意が必要である。生物による環境要因の選択性は利

用可能な環境要因の幅に影響を受けることが知られてい

る 20)。したがって、今後も多くの河川で同様な調査を実

施し、本成果の一般性を確認する必要があるだろう。た

だし、本研究で提案した露出高の閾値の目安である 50 
mm という値は、大型水路における露出高選択実験の結

果も参照しているため、ある程度の普遍性・互換性を有

していると考えられる。 
また、実際の影響の予測と評価については、順応的管

理の視点に基づいて実施することが望まれる。なぜなら、

土砂供給後の堆積厚などの河床環境の変化についても、

不確定要素が含まれており予測と同様になるかを確認す

る必要があるからである 5,6)。さらに、生物の応答につい

ても不確実性が生じうることを常に念頭におき、実際の

適用の際にはモニタリングなどを実施し、予測と異なる

点が無いかを確認するとともに、現場に応じて閾値を補

正するなどの慎重かつ柔軟な対応が必要だろう。 

 

3．2  土砂供給前後の陸域の環境と植生の変化 

3.2.1  はじめに 

ダムからの供給土砂は、洪水時にダム下流に流下し、

その一部が河床に堆積する。このことを示す例として、

前年度の小渋ダム下流を対象とした調査では、土砂供給

後における河床表層の砂（＜2 mm）および砂利（2～16 
mm）の被度割合が洪水前よりも高く、これらは供給土

砂の主な構成粒子と一致することが明らかとなっている
22)。この調査は水域を対象としたものであるが、洪水時

には平水時に陸域である領域にも土砂が供給されるため、

河床表層への供給土砂の堆積は陸域にも及ぶと考えられ

る 23)。 
土砂の堆積が陸域の環境に及ぼす影響として、主に植

物群落の変化が既往研究で挙げられている。例えば、藤

田らは、多摩川の扇状地の礫床河道を対象に調査を行い、

陸域の土砂の堆積の進行度合いに応じて、植物群落のパ

ターンが遷移することを報告している 24)。ただし、既往

研究は、水域と陸域の二極化および陸域の樹林化が問題

となる河川中流域を対象としたものが多く 25),26)、ダム設

置箇所に多い河川上流域、特にダム下流において、陸域

と植生の変化に関する実態を調査した事例はほとんどな

い。わずかな事例として、鎌田らは徳島県の勝浦川の正

木ダムを対象に、ダム上下流にて河床の比高および水際

からの距離とそこに生育する植物群落を調査し、粗粒化

したダム下流にてダム上流には見られない植物群落を確

認している 27)。しかし、ダムからの土砂供給が行われた

場合の陸域の河床および植物群落の変化について言及さ

れた事例はないのが現状である。 
そこで本研究では、ダムからの土砂供給の前後におけ

る下流の陸域の土砂の堆積状況と植生について調査を行

い、土砂供給によって陸域に土砂が堆積した場合の影響

予測に資する知見を得ることを目的とした。このとき、

陸域環境の変化を測る尺度として、植物にとっての水分

環境の代替 23)、および汎用性の高さ（既往研究にて事例

が多く、観測データが多い）の観点から、比高に着目し

た。 
 

3.2.2  方法 

調査対象は、2016年度より土砂バイパストンネルが運

用され、洪水時の土砂供給を開始した小渋ダム（長野県、

天竜川水系、小渋川）とした（図3.4）。ここで、当該河

川を含む天竜川上流では流程によって出現植物が異なる

 

図 3.3 石礫の露出高と縄張りアユによる利用の有無

との関連 
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こと 28)、土砂供給前後の変化に着目して調査・分析を行

うことから、今年度はダム堤体および土砂バイパストン

ネルからなるべく近い約 1 km 下流の地点に対象を絞る

こととした．そして、調査地点において土砂堆積が異な

ると予想される流路（直線部と屈曲部）を含めて4本の

横断測線を設定し、データを収集した。 
収集データは、以下の 2 点である．1 点目は、供給土

砂の堆積厚および比高の算出を目的として、測線部の横

断形状を計測した。具体的には、各横断測線上の座標を、

陸域、水域を含め、トータルステーション（Trimble S3）
にて測線の起点から1 m間隔で測定した。同時に、比高

の算出のため、水際の座標も測定した。調査時期は、2016
年8、11月、2017年6、11月の計4回である。土砂バイ

パストンネルからの排砂は2016年10月、2017年7、10
～11 月に行われている。このときの流下土砂量は、1 回
の放流ごとに 10,000～20,000 m3程度と推定されており、

小渋ダムの年間堆積砂量（約245,000 m3）の約4～8％に

相当する。このため、2016年8月、2017年6月のデータ

は各年度の土砂供給前、2016年11月、2017年11月のデー

タは土砂供給後とした。2点目は、横断測線の基点から2 
mごとに1 m四方のコドラートを設置し、その中の植物

種を観測した。このとき、基点から最初のコドラートは、

メジャー上で1.5～2.5ｍ、メジャーの上下流に0.5ｍずつ

とった範囲とした。コドラート内の植物種には写真撮影

を行い、その画像データからできるだけ細かく同定した。

ただし、調査時に花序をつけていないイネ、タデについ

ては、科など大まかな分類にとどめた。調査時期は、2016
年8、11月、2017年6月の計3回である。 
収集したデータを用いた分析として、はじめに土砂供

給に対する陸域地形の応答を把握するため、各横断測線

の4時期における標高の変化を図示した。次に、陸域に

おける土砂の堆積状況と横断地形との関係を把握する分

析を行った。具体的な手順は、以下のとおりである．ま

ず、2016年8、11月のデータを同年における土砂供給前

および後の横断地形、2017年6、11月のデータをそれぞ

れ同様の横断地形として、土砂供給前後の測定地点にお

ける標高の差を算出した。この標高の差を比高の増加量

 

 

 

 
図3.5 小渋ダム下流4測線における横断面の標高の変化 

 

 

図3.4 2017年度小渋ダム下流 陸域の調査・分析地点 
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と設定した。そして、ある測定地点における土砂供給前

の比高を説明変数、上記の比高の増加量を目的変数とし

た散布図を作成し、両者の関係を把握した。このとき、

比高の算出に用いる水際地点の標高は測定時期によって

数十mm程度の規模で変化するため、本研究では全4回
の観測時の平均値（右岸・左岸含む）を用いた。このと

き、水際地点の標高が低い観測時において、陸域の調査

コドラートにもかかわらず、比高がマイナスとなるケー

スが発生する。この点については、マイナスの範囲が小

さいことから（0～0.2 mの範囲）、そのまま分析に用いた。

最後に比高と出現植物との関係を把握するため、ある比

高に対しその植物の在が確認された回数の頻度分布を作

成し、全調査コドラート（のべ 111 地点）における比高

の頻度分布と比較した。このときの比高の階級は、0.2 m
刻みとした。そして、5 地点以上で在が確認された種を

対象に、比高に対する選好性の有無をマンリーの選択指

数を用いて判定した（式(1)）29)。 
 

(1) 
 
ここで、riは階級 iにおいてその種の在が確認された回

数、niは全調査コドラートのうちの階級 i の数を表す。

これにより算出されるαiがα（=1/m、mは階級数でαは
ランダム利用のときの選択指数を表す）を上回れば選択

性があり、以下であれば選択性がないと判定される。全

調査コドラートの比高の範囲は-0.2～1.2 mとなり、階級

数mは7、αは約0.14となった。 

 

3.2.3  結果と考察 

各横断測線の標高の変化を図示した結果、いずれの測

線においても、土砂供給後（2016年11月、2017年11

 

図 3.6 小渋ダム下流の陸域の調査地点における土砂供給前

後の標高の変化と比高との関係（点線は回帰直線を

表す） 

 

 

 
図3.7 小渋ダム下流の陸域の調査地点において5地

点以上で確認された植物種の比高に対する頻
度分布（青は各植物種、橙は全コドラートの
頻度分布を表す。また、〇印はマンリーの選
択指数で選好性があると判定されたことを表
す。） 
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月）の標高の方が前（2016年8月、2017年6月）より高

くなる傾向であった（図3.5）．この傾向は標高が低い（主

に水域、水際）場所、高い場合（主に陸域）に関わらず

見られた（図3.6）。このため、小渋ダムでは、洪水時の

土砂バイバストンネルからの土砂供給により、水域だけ

でなく陸域でも、供給土砂の堆積が進行したと考えられ

る。ただし、堆積した土砂が再び流出し、その後の土砂

供給がなければ再び粗粒化する可能性もある。このため、 
粗粒化の解消の観点では、土砂供給は一定の間隔で断

続的に実施される必要があると考えられる。この点につ

いては、土砂供給の実施は増水のタイミングに依存する

ことも考慮して、供給計画を立案する際の課題と考えら

れる。 
土砂供給前の比高を説明変数、土砂供給後の比高の増

加量を目的変数とした散布図を示し、年度ごとに単回帰

分析を行った結果、2016、2017年度ともに、土砂供給前

に比高が低いエリア（主に水域、水際）の方が、高いエ

リア（主に陸域）よりも比高の増加量が大きい関係が得

られた（2016、2017年度とも、p < 0.05、図3.6）。この

比高の増加は土砂供給によってもたらされたと考えられ

るため、比高の増加量は供給土砂の堆積厚を表すと推定

される。 
土砂供給前の比高と土砂供給後の比高の増加量が反比

例した理由については、土砂水理に関するパラメータを

もとに今後より詳細な分析が必要と思われる。また、2017
年度の方が2016年度よりも回帰直線の傾きが大きく

なった理由についても、年度ごとの供給土砂量、土砂の

平均粒径、土砂供給時の流量等の違いに着目して、今後

分析が必要と考えられる。 
出現植物の観測の結果、対象地点にて全部で51種類が

確認され、このうち7種類について5箇所以上での在が

確認された。上記の7種類は、チヂミザサ、アゼナ、タ

デ、ススキ、フジ、カワラヨモギ、イネ科である（図3.7）。

さらに、この中でマンリーの選択指数から特定の比高を

選好する種として、フジ（-0.2～0.6 mを選好）、ススキ

（同：0.4～1.0 m）、カワラヨモギ（同：0.6～1.2 m）が確

認された（図3.8）。ススキ、カワラヨモギともに比高が

高い箇所に生育することが報告されており 25),30)、上記の

結果とも一致する。したがって、既往研究にて報告され

ている比高に応じて出現植物が異なる傾向が、小渋ダム

でも確認されたといえる。図3.6から、土砂供給前の比

高0 m以上の地点において、土砂供給後の比高の増加量

は-0.3～0.4 mの範囲であり、図3.8からこの範囲の比高

の変動により、種の遷移（例えば、フジからススキ）が

生じる可能性は十分にあるといえる。土砂供給前後を対

象とした上記の分析は、評価対象地に希少種が存在する

場合、その種の存続・消失を予測し、希少種の保全の評

価に活用できると考えられる。 
ただし、比高のほか河床表層の粒径分布も、保水性を

変化させる 24)ことで出現植物に影響を及ぼす可能性があ

る。本研究では、コドラート内の河床表層の被度割合を

計測しており、今後はこのパラメータと出現植物との関

係についても分析する予定である。 

 

4．土砂供給による水質のレスポンス 

4.1 評価値の環境に即した有害性評価導出の試みと土

砂供給時における金属類の形態別存在比率の検討 

4.1.1. はじめに 

ダムの維持管理において、ダム貯水池に堆積する土砂

は大きな問題の１つであり、さまざまな排砂の方法が検

討・実施されている 31)。排砂の方法として、採取した土

砂をダムの下流の河川に投入する場合、投入された土砂

は河川の土砂地形環境や生物相を改善させる正の効果が

期待される。一方で、投入した土砂には、ダム貯水池に

堆積した後に吸着した化学物質が含まれるため、ダム下

流の河川に投入された土砂から溶出した化学物質が、そ

の河川に生息する生物に影響する可能性が考えられる。

そのため、土砂をダム下流の河川に投入する際には、供

給土砂から溶出した化学物質による水生生物への影響の

可能性を評価する必要がある。また、供給した土砂によ

り、溶存酸素や濁度などの河川の水質項目が変化するこ

とで、河川に生息する水生生物に影響を与えることが考

えられる。本研究課題では、土砂供給により水質等に与

える影響項目（金属類、貧酸素等）について、室内外の

試験等により河川水質への応答特性を把握するとともに、

 

図 3.8 小渋ダム下流の陸域の調査地点におけるフジ、スス

キ、カワラヨモギの比高に対する選択指数の分布（選

択指数が0.14以上で選択性ありと判定） 
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評価対象種について影響項目に関する毒性情報の収集や

生物試験を実施することにより、生態影響評価を行い、

土砂供給に伴う水域環境のレスポンスの解明と予測・評

価技術の開発を目的とする。 
昨年度は、マンガン、亜鉛、鉛、ヒ素の4物質につい

て、既報の有害性の文献情報から有害性評価値を導出し

た 32)。その際に用いた導出フローを図4.1に示す。また、

矢作ダムを対象として、ダム貯水池の底質を採取し、金

属類4物質について底質の溶出試験を実施し、土砂供給

時の河川水中の濃度を推定した。その結果、推定した河

川水中濃度を有害性評価値で除して求めたハザード比に

基づいて生物影響の可能性を判定したところ、4 種すべ

ての金属類について、生物影響の可能性が低いことが示

された。一方で、本評価では、既報の金属類の有害性デー

タが用いられており、評価対象となる河川には、その河

川特有の生物が生息している可能性がある。そのため、

今年度の第一の研究目的として、評価対象地の環境条件

を考慮した有害性評価を検討した。さらに、重金属はそ

の存在形態により生物に及ぼす影響が異なることが報告

され始めている 33)。そこで、第二の研究目的として、溶

出試験後の試料中に、イオンとして存在する形態（Labile

態）の金属類濃度を測定して、存在比率の把握を試みた。 
 

4.1.2. 方法 

昨年度の矢作ダムのダム貯水池の底質を用いた溶出試

験結果（図 4.2）では、マンガンの溶出量がその他の金

属よりも顕著に多く、また、は低い固液比での溶出量が

高い傾向にあった。さらに、マンガンは有害性評価値（55 
μg/L）の導出に際し、オオユスリカを用いた実験結果の

値 34)を採用しているが、現地の水環境への影響を鑑み、

魚類を用いた実験値による評価を試みることとした。本

研究で検討対象とする矢作ダム下流の矢作川は水生生物

の保全に係る水質環境基準の水域類型においてB類型と

指定されていることから、B 類型の魚類として、メダカ

を用いて生物応答試験を実施した。その手順を以下に詳

述する。試験生物には、生物応答を用いた排水試験法（検

討案）の推奨種となっているヒメダカ（Oryzias latipes）

を用いた。本試験生物は国立環境研究所より分譲された

ものである。試験区は4段階のマンガン濃度区（0.5、5、
50、500 mg-Mn/L）と対照区とした。マンガン試料の希

釈および対照区には脱塩素水道水を用いた。容量は 50 
mL/容器とした。試験連数は 4 連/試験区である。試験区

毎に受精10時間以内の胚を1容器に対し10個曝露し、

対照区の生残胚の半数以上がふ化した日をふ化日として、

ふ化から5日後までを測定した。曝露方法は半止水式（2
日ごとに換水）とし、ふ化率、生残率を求めた。照明は

白色蛍光灯で明期16時間、暗期8時間とし、水温は24±1℃
とした。曝露期間中の水換え前後にpH、水温、DOを測

定した。 
2017年に採取された矢作ダムの上流河川の底質、矢作

ダムの貯砂ダムの土砂、貯水池底質の3種の底質試料を

用いて環境庁告示第 46 号 35)を参考に金属類の溶出試験

有害性評価値

(c)  a とｂのうち小さい値を採用

今年度の検討点

(a)

(e) dの値を採用

評価対象地の環境
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生物応答試験急性毒性導出値

（現地環境を考慮した水生生物）

現地環境を
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(b)

(d)  

種間の感受性差（種比）

魚介類

急性毒性濃度
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種間の感受性差（種比）
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急性毒性導出値（魚介類）

急性毒性濃度

代表種と

その他の

魚介類種別

急性毒性濃度

の比較

図4.1 昨年度用いた有害性評価値の導出フローと今

年度の検討点 

 

図4.2 各溶出試験水に対するダム底質の溶出試験

結果から求めた底質の乾燥重量あたりの金

属溶出量（プロットした値は試験で得られ

た最大溶出量） 
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を実施した。溶出液にはMilli-Q水を用いた。底質試料と

溶媒との固液比（重量体積比）は10％とした。繰り返し

数を3回とした。試験後に、検液を前処理し、亜鉛、マ

ンガン、鉛、ヒ素の重金属の他、ナトリウム、マグネシ

ウム、カリウム、カルシウム、アルミニウム、鉄の合計

10種の金属類に対して、検液中の溶存態濃度とLabile態
濃度を測定して、形態別存在比率を算出した。溶存態測

定用試料は、検液のろ液をホットプレート分解に供して

前処理したものをとした。Labile態はろ液を別途用意し、

キレート樹脂（MetaSEP CH-1、GLサイエンス）に通液

し、硝酸で溶出後、溶存態試料と同様に前処理した。測

定は ICP-MS（X7CCT, Thermo Fisher Scientific）で行った。 
 

4.1.3 結果（1）：ヒメダカを用いたマンガンの影響評価

試験と現地環境を考慮した有害性評価値の導出 

ヒメダカの受精卵を用いたマンガンの影響評価試験結

果を図4.3に示す対象区におけるふ化日は9日目で、試

験日数は 14 日であった。ふ化率と生残率のデータを

Bartlett検定（有意水準α = 0.05）により等分散性を評価

した。等分散が棄却されたため、Steel検定（有意水準α = 
0.05）により対照区とマンガン添加試料とのふ化率と生

残率を比較した。その結果、ふ化率はどの濃度区におい

ても有意な差はみられなかった（p<0.05）。生残率につい

ては、対照区と比較して有意な低下が認められた濃度区

は50 mg-Mn/L（p<0.05）および500 mg-Mn/L（p<0.05）
であった。このことから、無影響濃度NOEC（No Observed 
Effect Concentration）は5 mg-Mn/Lと求められた。本結果

は、、Stubblefieldら（1997）によりブラウントラウト（Salmo 

trutta）の胚を用いて実施された 62 日間の魚類初期生活

段階毒性試験の実測値濃度に基づき得られた NOEC の

値（2.84 mg-Mn/L）36)と同程度あった。次に、得られた

NOEC値に基づき、環境省の中央環境審議会での資料 37)

を参考に、有害性評価値を以下の手順により導出した。

まず、土砂供給による水質の変化は比較的短時間で生じ

ると考えられるため、水生生物の生存等への急性的な毒

性に着目して有害性を評価する必要があることから、今

回実施した亜慢性毒性試験により得られた NOEC 値に

対して、係数「10」で除して急性毒性導出値を算出した。

さらに、今回の試験では当該水域の代表種としてヒメダ

カの1種のみの試験であったことから、他の生物種との

感受性の相違（種比）として、係数「10」で除して最終

的な急性毒性導出値を50 μg-Mn/Lとした。この数値は、

前年度のオオユスリカによる実験結果を示す文献値によ

り算出されていた55 μg-Mn/Lと比べ、若干ではあるが低

い値であり、現地環境を考慮した有害性評価値として50 
μg-Mn/L が導出された。本研究では、文献値からの導出

値と、現地環境を考慮するために実施した実験値からの

導出値が同程度であったが、両者に顕著な差があった場

合には本手法が有効となる可能性がある。 
 

4.1.4 結果（2）：ダム底質試料を用いた溶出試験後の水

溶液中に含まれる10種金属類のLabile態存在比

率 

ダム関連の3種底質試料を用いた溶出試験後の水溶液

中に含まれる 10 種金属類の Labile 態存在比率を図 4.4

に示す。棒グラフには平均値を示した。10種金属類のう

ち、ナトリウム（Na）、マグネシウム（Mg）、カリウム

（K）、カルシウム（Ca）はイオンとしての形態を表す

Labile態の存在比率はそれぞれ93.3%、81.6%、93.7%、 
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図C4 ダム関連の３種底質試料を用いた溶出試験後の

溶液中に含まれる10種金属類のLabile態存在比率

（＊As, PbはLabile態の測定値が定量下限値以下のため

データなし）

図4.4 ダム関連の３種底質試料を用いた溶出試験後の

溶液中に含まれる10種金属類のLabile態存在比

率（＊As、PbはLabile態の測定値が定量下限値

以下のためデータなし） 

図4.3 ヒメダカの受精卵を用いたマンガンの影響評価

試験(＊は対照区より有意に低い値 (p<0.05)。濃

度はmg-Mn/L) 
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94.1%であり、溶存全濃度のほとんどを占めていた。ま

た、水生生物保全環境基準として設定されている亜鉛

（Zn）もLabile態の存在比率は80.6%と高かった。一方

で、マンガン（Mn）、アルミニウム（Al）、鉄（Fe）の

Labile 態存在比率はそれぞれ 50.2%、4.2%、3.3%と他の

金属類よりも低く、ヒ素（As）や鉛（Pb）はLabile態の

測定値が定量下限値以下のためデータが得られなかった。 
ダム関連底質試料と都市河川底質試料を用いた溶出液

における10種金属類のLabile態存在比率の比較結果を図

4.5 に示す。ダム関連の底質試料と都市河川の底質試料

の実験試料との間で、10種金属類全体としてはLabile態
存在比率に顕著な差はみられなかったが、マンガン、亜

鉛、マグネシウムは若干異なる傾向がみられた。 
これらの結果から、金属類の水生生物への影響を評価

する上で、実際に生物に影響を及ぼす形態を考慮する必

要があることが示唆された。 
 

5．まとめ 

本研究では、土砂供給に伴う土砂・水質の動態、そし

て土砂供給が陸域における生物および水域における生物

に及ぼす影響について調査を行った。その結果、以下の

ことが明らかとなった。 
 2016 年度小渋ダム土砂バイパストンネル運用時におけ

る土砂動態（河床変動、表層土砂の粒径）について、

一次元河床変動計算の再現性は比較的良好な結果と

なった。また、土砂供給による環境影響が比較的大き

い区間での二次元河床変動計算モデルの適用について

は、モデルの適用上で一次元河床変動計算と同じ条件

での計算ができていないが、計画規模での流入条件で

ある程度再現可能であり、河床環境への影響を評価す

るためのツールとなるが、さらなる検証が必要となる

とともに、必要としている現象に対応するためには計

算メッシュ等の検討も必要である。 
 石礫の露出高（砂面から石礫の天端までの高さ）と縄

張りアユによる利用の有無との関連を調べた結果、縄

張りアユによって石礫が利用されるためには、60～100 
mm程度の露出高が必要と推定された。大型実験水路で

の選択実験の結果を考慮すると、50 mm程度の露出高

が閾値の目安になると考えられた。 
 小渋ダム下流の陸域における調査結果から、特定の比

高を選好する植物種が複数確認されたことから、土砂

供給による植物種への影響を評価する指標として、比

高が活用できることが示唆された。 
 土砂供給に伴う水質変化への影響評価をする上で、対

象地の環境を考慮した有害性評価値の導出フローを構

築し、ケーススタディーとして、矢作ダムにおける土

砂供給時のマンガンの有害性評価値の導出に適用した。

また、土砂供給時を想定した試料（土砂の溶出試験後

の試験液）に含まれる10種の金属類について、水生生

物に直接影響を及ぼすと考えられるイオンとしての形

態（Labile態）の存在率を算出した。その結果、形態別

の存在濃度を考慮することにより、従来の全濃度によ

る評価と比較してより適切な影響評価に繋がる可能性

が示唆された。 
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12.3  自然エネルギーを活用した土砂管理技術の開発

12.3.1  吸引管を用いたダムからの土砂供給技術に関する研究

担当チーム：水工研究グループ（水理）

研究担当者：石神孝之、宮川仁、櫻井寿之、

宮脇千晴、本山健士

【要旨】

本研究は、ダムにおける上下流の落差エネルギーを活用し無動力でダム堆積土砂を吸引し、ダム下流へ土砂供

給する「潜行吸引式排砂管」を開発することによって、適切な量と質（粒径）の土砂を制御しつつ必要とされる

河道区間に土砂を供給する新たな土砂運搬システムを実用化することを目的としている。平成 29 年度は、①吸

引困難な塵芥等の効率的な前処理システムの概略を検討し、次年度の現地試験に向けた準備を行った。②吸引性

能の向上の検討においては、吸引口の閉塞防止形状の有効性や管内流速の変化による吸引性能の違いを確認した。

③実用化に向けた検討においては、実際の貯水池を対象とした排砂施設を机上設計するとともに、実際の小規模

貯水池において貯水池運用に影響を与えずに排砂する実証実験を行った。

キーワード：ダム貯水池、堆砂対策、潜行吸引式排砂管、吸引工法、水中施工技術

1.はじめに

国土形成計画（全国計画）等において、山地から海

岸までの一貫した総合的な土砂管理の推進等が謳わ

れている。ダムで土砂が捕捉されることにより、下流

の河床の粗粒化などの河床環境への影響が懸念され

ている。実用化されているダムからの土砂供給技術は、

下流河川の水域のみならず陸域の環境に影響を与え

るとともに、ダムにおける適用条件も厳しく貯水池運

用にも影響を与えることやコスト、労力、時間も多く

かかるのが現状であり、これらの影響を軽減して運用

できる土砂供給技術が確立されていない。このことか

ら、下流河川の環境改善に必要とされる土砂を必要と

される河道区間に運搬することを可能にする効率的

かつ効果的なダムからの土砂供給技術が求められて

いる。

そこで、土木研究所では、ダム貯水池の堆砂対策お

よびダム下流の流砂環境の保全・改善のために、より

広範囲な貯水池運用条件に適用可能で、経済的な土砂

供給手法として、ダムにおける上下流水位差によるエ

ネルギーを活用し無動力でダム堆積土砂を吸引する

フレキシブル管を用いた排砂手法(通称：潜行吸引式排

砂管(以下、吸引管))の開発を行っている。これまでの

検討により、巨石、塵芥や粘着性のほぼ無い砂礫は小

規模落差でも下流へ供給可能であることを確認して

いる 1),2)。また、吸引管を用いて適切な量と質（粒径）

の土砂を制御しつつ下流河川の環境改善に必要とさ

れる土砂を必要とされる河道区間に供給する新たな

土砂運搬システムの実用化することを目的に研究を

実施している。

吸引管の構造を図-1に示す。フレキシブル管をＵ字

形状に折り返したような形状で、一方を取水口とし、

折り返し部（以下、吸引部（鉄製で製作））の管底面に

不透水性のシートを貼り、吸引部の管底面等と上流部

の管底面に穴を設けて土砂の吸引口とする簡易な構

造となっている。また、吸引管の操作イメージを図-2

に示す。まず、①吸引管を堆砂の表面に設置し、吸引

管下流のゲートを開くことにより、堆砂を吸引・放流

する。②堆砂はすり鉢状に崩れながら吸引され、吸引

部は堆砂中に潜行していく。吸引部が底面に達した後

図-1 潜行吸引式排砂管の構造図 
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も土中で吸引部と上流部の管底面に設置された穴か

ら土砂を吸引、すり鉢状に排砂され続け、③最終的に

は再び堆砂の表面に吸引部が現れる仕組みを想定し

ている。 

平成29年度は、

1)吸引困難な塵芥等の効率的な前処理システムの

概略を検討し、次年度の現地試験に向けた準備を

行った。

2)吸引性能の向上の検討においては、吸引口の閉塞 

防止形状の有効性や管内流速の変化による吸引性

能の違いを確認した。

3)実用化に向けた検討においては、実際の貯水池を

対象とした排砂施設を机上設計するとともに、実

際の小規模貯水池において貯水池運用に影響を与

えずに排砂する実証実験を行った。

詳細は次章のとおりである。

2.塵芥等の前処理システムの開発  

2.1  ダム堆砂における塵芥等の実態の把握 

前処理技術の検討にあたって、ダム堆砂における塵

芥等の実態について直轄ダム管理者（小渋ダム管理所）

へのヒヤリング等を通じて、巨石等の状況を把握した。 

小渋ダムでは土砂バイパストンネル呑口部におい

て、分派施設への土砂流入の把握を目的とし、分派堰

の水位を低下させて堆砂除去工事が行われていた。こ

の工事では、バイパストンネル建設前の自然に堆砂し

ていた土砂も掘削除去対象となっており、掘削状況を

調査した。大部分の土砂は150mmよりも小さい粒径の

土砂で、管径300mm吸引管（吸引口径150mm）により

吸引可能な土砂と考えられたが、堆砂には、吸引困難

な粒径300mmを超える巨石や流木も散在して含まれて

いることが確認された（図-3、図-4）。また、巨石や流

木は分別処理されていた。吸引工法の円滑な運用のた

めには、この巨石等への対応について検討していくこ

とが望ましいことが確認できた。 

2.2  吸引困難な塵芥等の前処理システムの検討

ダムでは貯水位が変動し、水位が低い時期には、

水深が浅くなる箇所や陸地化する箇所が現れる。こ

の特徴を利用し、簡易に塵芥等を処理する手法の検

討を行った。図-5に示すとおり、水位が低い時期に

一般的な重機により巨石や塵芥等の除去等の前処理

作業を行い、堆砂を吸引可能な土砂とする。その

後、貯水位が高くなり、前処理された堆砂が水中と

なった際に、吸引管により排砂が可能となる。

また、平成28年度の大水深における前処理手法の

概略検討に引き続き、平成29年度は、大水深におけ

①土砂吸引前 ②土砂吸引中 ③土砂吸引後

断面図

平面図

図-2 潜行吸引式排砂管の操作イメージ 

図-3 小渋ダム土砂バイパストンネル吞口部における

掘削の様子 

図-4 堆砂中に含まれていた流木等の状況 
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る前処理作業を効率化する手法の検討を行った。図-

6に示すとおり、水中の土中埋没物を超音波によって

検知するサブボトムプロファイラ（SBP）を用いた

手法を検討した。平成29年度は実際のダム貯水池に

おいて水位が低い時期に堆砂に流木等を埋設する事

前準備を行った。（図-7）平成30年度において、貯

水池の水位が高い時期にSBPを用いて土中の埋設物

を探知する調査を実施する予定である。

3.吸引管における吸引性能の向上の検討 

3.1  検討方法 

吸引工法の吸引性能の向上については、図-8に示す

国土交通省国土技術政策総合研究所河川水理実験施

設にある長さ7.5m、幅7.5m、高さ3.5mの水槽におい

て検討した。使用した吸引管は、内径100mmの管路で、

吸引部底面に直径50mm の土砂吸引口を7個、上流管

底面に直径50mm の土砂吸引口を25cm間隔で12個配

置したものである。水槽内に吸引管を設置し、吸引管

の排水口と水槽外の管径100mmの塩化ビニル管を接続

し、さらに下流に図-9に示す流量および土砂濃度を計

測する流量・土砂濃度計測装置（以下、土砂濃度計測

装置）と止水バルブを設置した。なお、土砂濃度計測

装置とは、アクリル管の両側をサクションホースでつ

なぎ、柔軟性を持たせてアクリル管を鉄板に載せ、ア

クリル管部の全体重量を計測するもので、流水のみの

時の荷重と土砂通過時の荷重の差を計測して、土砂濃

度に換算する装置である。 

使用した土砂は、図-10に示す粒度分布で粒径0.1mm

～2mm で構成される平均粒径 0.55mm の混合粒径砂で

ある。なお、土砂濃度は、土砂の土粒子部分の体積と

土砂混じりの水の体積から求まる体積土砂濃度を指

す。実験は次の手順で行った。  

1)土砂を水槽内に約2.1mの高さまで投入する。 

2)吸引管を土砂表面上に設置する。 

3)ポンプで水槽内に一定流量で注水し、余水吐からの

越流により実験中は水位をほぼ一定とし、管終端部

との水位差を概ね2.6m確保する。 

4)管終端部の止水バルブを全開にして排砂を開始す

図-7 サブボトムプロファイラ試験のための流木等の 

埋設の様子 

図-6 サブボトムプロファイラ調査のイメージ

図-5 浅深および陸地化時における前処理の工程  
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る。 

また、計測内容は次のとおりとした。 

1)表-1に示す項目を計測する（総排砂量を除き実験中

はリアルタイムで情報集約し、常時監視する）。 

2)実験前後の貯水池内形状から総排砂量を算出する。 

実験は、表-2に示す条件で４ケース実施した。ケー

ス１からケース３は操作の違い、ケース４は管長やサ

イフォン形成の違いによる吸引性能の分析を目的で

実施した。実験の終了は吸引部の潜行深度が概ね2mに

到達し、排出土砂濃度が概ね1％未満となる条件とし

た。なお、過年度の検討において、吸引部が底盤部に

達しても吸引口が床に吸着しないように４つの部材

を設置する吸引口の閉塞防止形状を提案したが、機能

しなかったことから、ケース３とケース４においては、

図-11 に示すとおり、吸引口閉塞防止材として底面に

小さな突起を１箇所のみ設置する改良を行い実験し

た。 

3.2  検討結果 

ケース毎の吸引部の潜行深度とケース４のサイ

フォン形成のための管の吊上げ高さの時系列変化を

図-12 に示す。また、図-13 に土砂濃度計測装置の排

出土砂濃度と直接採取の排出土砂濃度および管内流

速の時系列変化を示す。 

ケース１は、吸引部を 30cm 間隔で降下させるケー

スであり、降下直後土砂濃度が高くなり、同時に、流

図-11 吸引口閉塞防止のための金具設置による改良形状

図-8 実験施設概要図 
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図-9 流量・土砂濃度計測装置と止水バルブ 

図-10 実験土砂の粒度分布 

表-1 実験計測項目

（断面図）

（平面図：赤丸数字はピエゾ水頭測定位置を示す）

計測項目 計測方法 計測間隔

貯水位 水位計 1秒間隔

吸引部深度 水位計 1秒間隔

電磁流量計 1秒間隔

吐口部で直接採取（（バケツ）　2秒～5秒程度/回） 随時（様々な土砂濃度に配慮）

濃度計計測区間の荷重を荷重計で計測 １秒間隔

吐口部で直接採取（（バケツまたは採砂ネット　2秒～5秒程度/回） 随時（様々な土砂濃度に配慮）

管内圧力 ピエゾメーター（２箇所：図-2に示す丸数字の箇所） 1秒間隔

流況 アクリル管内の土砂移動・堆積状況をビデオ撮影・観察 連続

総排砂量 レベル測量（実験前後の貯水池内形状から算定） 実験前後の２回

流砂量

管内流量

表-2 実験条件一覧

吸引部等操作方法
管長
(m)

清水時管内流速
（m/s）

ケース１
吸引部位置を管理する
※土砂吸引が終了したのを確認してから30cm間隔で降下させる操作

15.8 2.8

ケース２
吸引部位置を管理する
※概ね土砂濃度5%を維持する操作

15.8 2.8

ケース３ 吸引部位置を管理しない 15.8 2.8

ケース４
吸引部位置を管理しない
ホース管を吊り上げサイフォンを形成

28 2.3

水位差
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速が低下する現象が確認された。5.5 時間後には、約

28%程度の土砂濃度が計測されたが、水槽内のすり鉢

形状が大きくなったため吸引部を 30cm 降下させただ

けでも崩落土砂量が多くなったものと考えられる。 

ケース２は、土砂濃度が概ね5％を維持するように

リアルタイムで吸引部を操作しながら連続的に降下

させた。その結果、急激な土砂濃度の上昇や、流速の

大きな変動は見られなかった。 

ケース３は、吸引部を制御しないケースであり、実

験初期に吸引部が一気に土中に潜行するとともに、土

砂濃度も20%を超え、管内流速も低下した。概ね30分

後から2時間後の間の流速が1.5m/s よりも低下した

際には、土砂濃度計測装置の管内は堆積流となり、排

出土砂濃度は約15%となった。 

ケース４は、吸引部を制御しないケースであり、他

のケースに比べて管を延長しサイフォンを形成させ

て実験を行った。管長の増加により損失が大きくなっ

たことで、他のケースに比べ清水時の管内流速が低下

し、吸引管の吸引能力も低下したことから、図-12 に

示すように吸引部の潜行速度はケース３に比べて低

下した。さらに高さ約 2m 程度のサイフォン形成時に

吸引量の低下が考えられたが流速が大きく低下する

ことはなく、排砂は順調に行われた。 

いずれのケースでもスムーズな排砂が行われ、吸引

口の閉塞防止形状についてもケース３、４の結果から

その有効性を確認した。 

また、図-14 に示すように管内流速の変化による吸

引性能の違いを確認した。 

なお、土砂濃度計測装置の土砂濃度の計測精度につ

いては、管内流速が速い場合には計測精度が高いが、

管内流速が低くなり、管内に堆積が生じると精度が低

くなる。このことから計測精度の向上を図っていくた

めの引き続きの検討が必要である4)。 

今後は、様々な粒径の土砂を対象に引き続き検討す

るとともに、現場で実用化する上で必要な要求性能に

応じた吸引管の検討等を行っていく。 

4.吸引管による土砂供給技術の実用化 

4.1  現場適用実験 

4.1.1  実験サイト概要 

図-13 実験ケース毎の排出土砂濃度（土砂濃度計測装置と直接採取）と管内流速の時系列関係 

図-12 吸引部の潜行深度とケース４の管の吊上げ高
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平成 29 年度においては、吸引管のダムへの適用に

向けて発電および農業用水の取水運用がされている

水槽兼沈砂池を小規模貯水池とみなし、その堆砂につ

いて、流速のある環境下での実証実験を行った5)。実

証実験は、長野県大町市にある東京電力ホールディン

グス(株)大町新堰発電所の水槽兼沈砂池（図-15（長さ

約30m、幅約4m、深さ約3m））で行った。大町新堰発

電所は、信濃川水系高瀬川支流籠川から取水する既存

の農業用水路を活用した農業用水従属の水力発電所

で、用水路途中にある水槽兼沈砂池（以下、貯水池）

から取水し、パイプラインで有効落差約 114m により

約2.5km離れた発電所まで導水し、灌漑期は1000kW、

非灌漑期は490kWを発電している。用水路は、籠川河

床部にあるチロリアン式取水口から取水しているた

め、土砂の流入が比較的多く、これまで灌漑用水関係

者と事前調整した上で発電所運転を約 2 時間停止し、

貯水池の底部に設置された 500mm×500mm の排砂門を

開けて、水位低下させながら、土砂排除を行っている。  

4.1.2  実験条件 

実験は、管径100mm管（土砂吸引口径50mm）を用い

て、貯水池内に流入した自然堆砂を対象として実施し

た。また、実験前に貯水池内の堆砂の量と質、流速の

調査を行った。図-16 に貯水池の平面図と合せて堆砂

および流速の調査位置と吸引地点を示す。堆砂状況に

ついては、8m地点の上流側には、幅約4.3m、概ね1m

厚の土砂が堆積しており、8m地点から下流は堆砂厚が

0.3m程度であり、全体で約50m3程度が堆砂していた。

なお、実験実施の半月ほど前に台風が来襲し、その直

後に排砂作業が行われたため、少ない堆積量での実験

となった。堆砂の粒度分布については、エクマンバー

ジ採泥器により図-16 の緑色に示す位置で土砂を採取

し計測した。図-17に結果を示す。なお、図-17には比

較対象としてこれまでの室内実験で使用した材料の

粒度分布も示す。流速については、図-16 に示す貯水

池中央の表層流速を計測した。0m地点では約0.8m/s、

4m 地点および8ｍ地点では約0.3m/s となっていた。

調査結果から、流速の比較的速い3m地点では10mmを

超える粗い粒径の割合が多く見られたが、流速が遅く

なる6m地点より下流は、10mmを超える粗い粒径の割

合が少ないものの、これまでの室内実験で使用してき

た粒径よりは大きい、あるいは同等の粒径であった。

また、4m 地点中央の河床表面を水中カメラで撮影し、

図-18 のとおり、概ね 20mm を超える礫も多く散在し

図-14 管延長の変更による管内流速の違いに伴う排

出土砂特性の比較（管内堆積が大きくない場合）
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アーマリング化していることも確認した。  

実験装置は図-19 のとおり配置した。実験装置は管

径100mmの吸引部(約30kg)およびサクションホース、

電磁流量計、土砂濃度計測装置、止水バルブにより構

成され、全長は約36mとなった。吐口部を余水路脇の

地面に設置して水位差約 3.2m を確保し、側壁を越え

るところで約 0.2m 程度のサイフォン形式で排砂する

こととした。また、効率的に実験が進められるよう、

吸引部は平面移動が可能なように4つのロープで調整

することとし、鉛直移動が可能なように沈砂池内に浮

かべたフロートに滑車を設け右岸側のロープで制御

できるようにした。さらに、前述のように、吸引部が

貯水池床に達しても吸引口が床に吸着しないように

底面に小さな突起を設け、吸引口閉塞防止対策を行っ

た。 

実験は、図-16の0m地点から14m地点の間で左岸、

中央、右岸に吸引部をロープで平面移動させた後に鉛

直移動させることを基本として、それぞれの位置の実

験を１ケースとして実施した。 

4.1.3  計測方法 

実験時の吸引管における水理特性等を把握するた

めの計測項目と方法等を次に示す。 

1）流量：電磁流量計により1秒間隔で計測 

2）吸引部深度：水位計により1秒間隔で計測 

3）貯水位：水位計により1秒間隔で計測 

4）排出土砂量：土砂濃度計測装置で、1秒間隔で計

測。また、吐口部で直接採取し計測 

5）管内圧力：ピエゾ圧力を1秒間隔で計測 

6）流況：水中等を含めビデオカメラで撮影 

4.1.4  実験結果 

どのケースも実験中、貯水池内には流速があったが、

吸引部は流されることなく順調に吸引操作ができた。

ここでは、図-16 に示す 6m 地点の左岸側で実施した

ケースを示す。使用した管径100mmの吸引管を図-20、

実験中の貯水池全景の状況を図-21、吸引の状況を図-

図－18 4m地点中央部の河床表面 

図-19 試験装置配置図（着色部が装置等） 
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22、吐口部の排砂の状況を図-23 に示す。また、吸引

部深度と排出土砂濃度の関係を図-24 に、管内流速と

排出土砂濃度の関係を図-25に示す。 

図-20に示すとおり、管径100mm管は人力により持

ち上げられる規模の装置となっている。実験は吸引部

を堆砂表面（水深約2m）に設置して、鉛直方向に特別

に制御しない状態とした上で、開始した。図-21 や図

-22 のとおり、実験中、貯水池表面に濁りがないこと

や水中でも吸引部が撮影できており、濁水が生じてい

ないことが判る。さらに、実験はバルブを開けるだけ

の簡易な操作で放流が開始され、図-23 に示すとおり

に順調に排砂できた。また、図-24 に示すとおり、実

験開始時は吸引部の潜行速度は速く、時間が経過し位

置が深くなるにつれ、潜行速度も徐々に低下し、順調

に潜行したことが判る。一方、土砂濃度について、他

のケースの計測においても確認しているが、土砂濃度

計測装置による土砂濃度と直接採取による土砂濃度

の計測結果は概ね合致した。また、計測した土砂濃度

は実験の最初に２％程度から 10％程度の範囲で変動

したが、その後概ね 5％で推移し、8 分後を超えてか

らは概ね3％程度で推移し、低下傾向が見受けられた。

実験の初期は、吸引部底部に吸引可能土砂がほぼ密着

して存在していたことから変動はあるものの吸引量

が多い傾向となり、潜行速度が速くなった。その後は、

吸引部底部の土砂の密着の度合いは少なり、吸引部の

側面から土砂は供給されるものの、吸引量は少なくな

り、潜行速度も低下した。15分後には吸引部の位置が

概ね停止し、貯水池床に吸引部が着床したと判断し、

実験を終了した。吸引部は図-24に示すとおり15分間

で概ね0.73m潜行し、土砂濃度計測装置から計算され

た排出土砂量の合計が1.17m3（堆積土砂量相当（空隙

率0.4で体積算定）、以下同様）となった。また、図-

25を見ると、実験開始時付近の土砂濃度が概ね5％を

超えるような状況においては、管内流速が 2.2m/s よ

図－20 φ100mm吸引管 

図－21 貯水池内の実験時の様子  

図-23 吐口部の排砂時の状況 

図-22 土砂吸引の状況 

図－24 吸引部深度と土砂濃度の関係 
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りも低下する傾向が見られ、8分以降の土砂濃度が概

ね3％程度の場合においては、管内流速が概ね2.2m/s

より高い流速となり、土砂濃度が高くなると管内流速

が低下する傾向が確認された。また、事前に貯水池か

ら採取した土砂と排砂時に直接採取した土砂を比較

した粒度分布を図-26 に示す。事前に採取した貯水池

内の土砂と吐口で採取した排砂後の土砂の粒度はほ

ぼ同等の結果となっており、6m地点に堆積していた土

砂のほとんどが排砂できたことから、順調な排砂がで

きたと考えられる。 

他の吸引位置での排出土砂量も含め本実験全体で、

堆積土砂量相当として合計約14.1m3（空隙込（空隙率

0.4））が排砂できた。また、0m～4m地点は吸引口（50mm）

に対し、比較的大きな粒径が堆積している河床を対象

としたため、20mmを超える複数の礫が同時に吸引され、

吸引口の一部にかみ込み、効率が低下する現象が見ら

れたが、より規模の大きな管で対応可能と考えられた。

しかし、吸引管は十分な機能を有しており、実際のダ

ムでは堆砂状況に合わせた吸引管規模の選定が重要

と考えられる。 

その結果、貯水池の水位を低下させず、発電所の運

用を停止することなく、水位差（落差約3.2m）のエネ

ルギーのみにより、無動力で貯水池内の土砂を下流へ

排砂できることを確認した。 

4.2  実用化試験に向けた土砂運搬システムの検討 

4.2.1 設計条件 

吸引管の現地での適用に向けて、既往研究で得られ

た知見を基に検討を行いダムの堤体を跨ぐ吸引管の

設計手法を提案し、実際のダムに適用させるために、

実ダムでの条件で事例研究を行った6)。 

吸引管の原理は式(1)に示すベルヌーイの定理によ

り説明することができる。図-2に示すようなダム貯水

池の水面は流速vA,PA=0、吐口では流速vB=v、圧力PB=0

となり、水位差Hとすると式(2)のとおりとなる。 

�� � ��
� � ���

	
 � �� � �

� � �
�

	
 � ∑�  (1) 

� � ��
	
 � ∑� (2) 

ここに、ZA,ZB：水面および吐口の高さ(m)、PA,PB：水

面および吐口部での圧力(kN/m2)、w：水の単位体積重

量(kN/m3)、v：流速(m/s)、∑h：吸引管内での吸引や

曲がり等の抵抗および摩擦による損失水頭 (m)を表

す。 

この原理に従い設計することとなるが、サイフォン

を形成させるためには流速や損失、圧力、水位差、比

重等に配慮が必要となり、その条件を次のとおり整理

する。 

(1)管内流速 

土砂の管路輸送では、土砂を浮遊の状態で輸送する

ためには速い流速が必要で、ポンプを使用する場合消

費動力が大きくなる。吸引管は水位差によるエネル

ギーを活用し、水位差を大きくとれば、管内流速は大

きくなるが、負圧の発生から水位差に制約が生じる。

また水平管路では粒径が大きくなるに従って、速い流

れにおいても粒子は浮遊せず、転動、摺動、あるいは

跳躍によって流動する。そこで対象粒径における流動

状態を管理するためには、管内流速の検討が必要とな

る。ここでは管内流速を検討する条件を以下の通り整

理する。 

1) 損失を考慮した流速 

管内流速は吸引部や曲がり等の区間ごとに形状損

失および摩擦損失を計算し、全損失水頭と水位差を用

いて算出する。各形状損失は吸引部では別途実験によ

り得た値、曲がり等の土砂輸送時の形状損失は清水時

の値を用いる。送泥時の管路摩擦係数f'は清水時の管

路摩擦係数fのα倍とし、長谷川ら7)が提案した以下

の式を用いる。 

�′ � � � � (3) 
α � 1 � β�� � 1� (4) 

ここに、α：土砂輸送時の管路摩擦係数の増加割合、

β：材料係数（表-3）、γ：泥水密度を表す。 

以上により、管内の損失を考慮した送泥時の管内流

速を次式に示す。 

0
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質
量
百
分
率
（
％
）

粒径 (mm)

排砂後採取 貯水池内土砂

図－26 排砂前後の粒径（6m地点） 

表-3 材料係数7)

材料 β
粘土・シルト 2
細砂 3

砂・礫交じり砂 4
礫 5
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� � � 	
�
���� �����������

(5) 

ここに、H：水位差(m)、f'：土砂輸送時の管路摩擦

係数、fs：吸引部の損失係数、fb：曲がり損失係数、fv：

バルブによる損失係数、l：管長、D：管径を表す。 

2) 堆積限界流速 

水平管路のスラリー輸送の状態については、流速が

大きいと均質流（浮遊流）となるが、流速の低下とと

もに下層が高濃度となる不均質流、下層に摺動層が生

じる摺動流、下層に堆積層が生じる堆積流と変化する。

それぞれの状態変化点における流速を浮遊限界流速、

摺動限界流速、堆積限界流速と定義される。摺動流の

流れの下限は、粒子が管底に堆積を開始する流速であ

り、管内閉塞の恐れからも限界速度を検討しなければ

ならない。この限界速度は多くの研究者により実験的

研究がされている。代表的なものとして Durand の堆

積限界流速8)を次式に示す。 

�� � ���2���� � 1� (6) 
ここに、VL：堆積限界流速(m/s)、FL：粒径と濃度か

ら決まる定数（図-27）、D：管径(m)、S：土粒子比重を

表す。 

水平管路ではこの堆積限界流速を下限値とし、管内

流速がこの値を下回らないように設計することが望

ましい。 

3) 粒子の沈降速度 

垂直管内においては粒子の沈降速度より流速が大

きければ、原理的には粒子を輸送することができ、粒

子の沈降速度は、とくに垂直輸送に対しては重要であ

る。吸引管においては、吸引部またはダム堤体を超す

際に垂直輸送となるため、管内流速は沈降速度より大

きくなるように設計することが必要である。粒子の沈

降速度の適用は粒子レイノルズ数��� � � ��� ��⁄ �
によって領域が分かれており、以下の式に表される9)。 

  ・ストークス領域（�� � 1） 

� � 
���������
���� (7) 

  ・アレン領域（1 � �� � 100） 

� � � �
	��


���������
���� �

�/�
� (8) 

・ニュートン領域（100 � �� � 2.5 � 10�） 

� � �3���� � ��� �
�� (9) 

ここに、u：沈降速度(cm/s)、ρw,ρs：水および粒子

の密度(g/cm3)、μw：水の粘度(mPa･s)、d：粒径(cm) 

を表す。 

(2)管路の圧力 

管路には外圧および内圧がかかるため、管路を長く

すると内外圧力差が大きくなり、膨張や収縮が生じる。

そこで設計では、区間ごとに内外圧力差を計算し、管

の許容圧力範囲内であることを確認する必要がある。

また管路が長く流速が速いときまたはサイフォン形

式のとき、一部に負圧が発生するため、負圧にも耐え

る管の材質や構造を選定する。 

(3)水位差 

吸引管の設置方法として、①ダム堤体内に設置し、

吸引管全体が貯水位より下にある場合（堤体内放流形

式、図-2）、②ダム堤体を越え、吸引管の一部が貯水位

より上に存在する場合（サイフォン形式、図-28）の二

つに分類される。特にサイフォン形式の場合などで管

の一部が動水こう配線より高い区間が存在するとき、

圧力水頭が負になる。したがって、負圧の限度は理論

的には-1 気圧（-10.33m）となるが、実際は水中に溶

けた空気の気化や曲がりの部分の遠心力による圧力

低下のため、圧力の限度は-7～-8.5mとなる10)。この

とき水位差は式(10)で表されるように制限されるた

め、限界値以下となるように設計しなれればならない。

またサイフォン頂部高さも式(10)により制限される。 

・水位差の限界値 

� � ��
�� ��� �����������
�������������

¡�7~8.5� � �£ (10) 

ここに、h：貯水位からサイフォン頂部高さ(m)、l1：

吸引部から頂部までの管長(m)、l2：頂部から吐口まで

の管長(m)を表す。 

4.2.2 吸引管設計手法 

以上の設計条件を基にして吸引管の設計フローを

図-29に提案する。 

4.2.3 吸引管設計手法の適用性の確認 

前節で提案する吸引管設計手法の適用性について

図-27 係数FLと粒径の関係8)
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4.1 の図-19 において行った現地実験 5)の結果と比較

した。吸引管は管径100mm （吸引口径50mm）の吸引

部およびサクションホース、電磁流量計、土砂濃度計

測装置、バルブにより構成され、全長約36m、水位差

約3.2mとし 、サイフォン形式となっている。 

表-4 に設計手法による検討結果と実験結果の比較

を示す。対象土砂は貯水池内に流入した自然堆砂を対

象とした。清水時の管路摩擦係数は吸引部、サクショ

ンホース、土砂濃度計測装置の三区間に分け、別途実

験で得た値を用いた。送泥時の管路摩擦係数は土砂濃

度 5%とし、式(3)(4)より算出した。設計手法のサイ

フォン頂部高さ、水位差の限界値はサイフォン許容圧

力-8.5m で計算し、それぞれ限界値以内となり、設計

上の流速は清水時で2.42m/s、土砂濃度5%で2.22m/s

となった。代表粒径の堆積限界流速は2.30m/sとなり、

計算上の流速では堆積層が形成される値になった。管

内外圧力差は-0.02～+0.02MPa となり、管の許容圧力

範囲内であることを確認した。 

本実験ではサイフォン形式で清水、土砂濃度5%とも

に排水および排砂を確認できた。また設計流速は実験

結果の流速と比較して大きな差異はなく、堆積限界流

速以下であるため、堆積層が生じていることも確認で

きた。以上から提案した吸引管設計手法が実際のダム

において吸引管の設計検討に適用できると考えられ

る。なお、実験では、土砂濃度は2%から10%程度の間

で変動し流速も2.1m/s～2.35m/s程度で変動すること

が確認され、施設設計にあたってはこの変動への配慮

も必要と考えられる。 

4.2.4 実ダムでの試験用施設概略設計 

本技術の実用化に向け、実際のダム貯水池を対象と

して、ダムＡを例に提案した吸引管設計手法を用いて

実用化試験のための吸引管の規模（管の口径等）を検

討した。ダムの諸元は、堤高 57.5m、堤頂長 171.0m、

天端高EL331.5m、常時満水位EL326.4mである。 

吸引管設計の概略を図-30および表-5に示す。吸引

管はサイフォン形式で配置、管径 300mm （吸引口径

150mm）の吸引部を取水口付近に置き、管路はダム堤体

を越え、サイフォンを確実に形成させることに配慮し

て下流の点検設備付近に吐口を設置し、水位差は5.0m、

全長は約 92m となる。対象土砂は細砂で、代表粒径

図-29 吸引管の設計フロー 

図－28 吸引管のサイフォン形式 

設計手法
による検討

現地実験
結果

排砂管形式  ｻｲﾌｫﾝ式

 水中安息角

設計土砂濃度 5% 5%

 管径

 水位差  現場条件

 （ｻｲﾌｫﾝの限界値）

 揚程  現場条件

 （ｻｲﾌｫﾝの限界値）

 取水口の入口損失係数

 吸引部の損失係数（清水／送泥）

 バルブ（全開）の損失係数

 吸引部（清水／送泥）

 ｻｸｼｮﾝﾎｰｽ（清水／送泥）

 土砂計測装置（清水／送泥）

 管路延長

 清水時 2.42m/s 2.35m/s

 送泥時 2.22m/s 2.26m/s

 （堆積限界流速（代表粒径））

 （沈降速度（最大粒径））

 計算値

 （ｻｸｼｮﾝﾎｰｽ許容値）

 最大粒径堆積土砂条件

 代表粒径 0.62mm

項目

9.5mm

　30°

 6.5m

0.67m/s

2.30m/s

0.2m

3.2m

0.5

1.6／2.0

0

0.035／0.043

0.016／0.020

0.023／0.029

排砂管諸元
および
境界条件

-0.02～0.02MPa

約40m

13.6m

 吸引口径

管内
流速

管内外
圧力差

100mm

50mm

-0.05～0.15MPa

 管路
摩擦
係数

表-4 設計手法による検討結果及び実験結果 
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0.15mm、最大粒径 0.25mm と設定する。設計排砂深さ

は 8.0m とし、1608m3の土砂を排出することを目標と

する。土砂濃度5%と仮定し、管路摩擦係数は別途実験

で得られた清水時の値を用いて式(1)(2)より求め、管

内流速は式(3)より清水時で 3.39m/s、土砂濃度 5%で

3.12 m/sとなった。また設計手法でのサイフォン頂部

高さ、水位差の限界値はサイフォン許容圧力を-8.5m

で計算し、それぞれ設計値は限界値以内であることを

確認した。管内流速は堆積限界流速（代表粒径）およ

び沈降速度（最大粒径）を上回っており、管内の閉塞

は起こらないと考えられる。管内外圧力差は-0.08～

0.00MPa となり、管の許容圧力範囲内であることを確

認した。 

以上の設計から排出量（堆積土砂量相当）は

66.2m3/hとなり、設計排出量1608m3を約1日（24.3時

間）で排出可能と考えられる。なお、管径の規模等に

よる排砂量の精査も今後必要と考えられる。 

なお、本検討から、排出口の標高はダムの高い標高

に設置されることとなる。このため、排出口からダム

下流の河床までは、開水路を設置し、勾配を持つ水流

とともに土砂をダム下流へ運搬することなどが考え

られる。 

今後の課題として、土砂輸送時のエネルギー損失の

推定の精度を向上させるために、泥水流下時の曲がり

等の損失係数の検討や実証試験などによるエネル

ギー損失の検証等を行っていくことが必要と考えら

れる。 

このため、実用化試験に向けては、実際に落差の確

保できるサイトでの試験が必要になってくるものと

考える。引き続き実用化試験が可能となる現場の検討、

調整を進めていくこととする。 

５.まとめ

以上から、平成 29 年度において検討し、得られた

成果等は次のとおりである。 

１）塵芥等の前処理について、大水深においてはサ

ブボトムプロファイラを用いることにより土中

埋没物を事前に探知することで前処理作業を効

率化する手法の適用に向けた事前準備を行うと

ともに、浅い箇所や陸地化した箇所においては貯

水池の水位変動を活用した簡易に前処理が可能

なシステムの概略を提案した。 

２）吸引管の吸引性能の向上方策の検討について、

吸引可能な土砂堆積層の底盤に厚い塵芥層が存

在している場合やコンクリート床板等であった

場合の吸引口の閉塞防止形状を提案し有効性を

確認した。また、揚程2m程度のサイフォン、管延

長を変化させる等の実験により、管内流速の変化

による吸引性能の違いを確認し、今後の吸引性能

の向上に向けた検討への有用な知見を得た。 

３）実際の水力発電所に付属する沈砂池において吸

引管（管径100mm、管長約36m） により水位差3.2m

で排砂実験を行い、流速のある環境下で発電所の

運用を止めることなく、吸引口径（50mm）程度以

下の粒径の土砂を下流へ排砂可能であることを

確認した。ほとんど減電を伴わないことや現状の

ような煩雑な排砂作業を必要としない形で、排砂

が行える可能性があり、本現場以外も含めて、本

表-5 ダムAにおける吸引管試験の概略設計例 

図-30 ダムAにおける吸引管の設計概略図 

設計手法
による検討

排砂管形式  ｻｲﾌｫﾝ式

0.15mm

0.25mm

 水中安息角 30°

 掘削深さ 8.0m

設計土砂濃度 5%

 管径 300mm

150mm

ダム高 57.5m

 現場条件（EL326.4m-EL321.4m） 5.0m

 （ｻｲﾌｫﾝの限界値） 5.3m

 揚程  現場条件 5.6m

 （ｻｲﾌｫﾝの限界値） 5.8m

 取水口の入口損失係数 0.5

 吸引部の損失係数（清水／送泥） 1.0／1.2

 バルブ（全開）の損失係数 0

 吸引部（清水／送泥） 0.035／0.043

 ｻｸｼｮﾝﾎｰｽ（清水／送泥） 0.016／0.020

 土砂計測装置（清水／送泥） 0.023／0.029

 管路延長 約92m

 清水時 3.39m/s

 送泥時 3.12m/s

 （堆積限界流速（代表粒径）） 3.07m/s

 （沈降速度（最大粒径）） 0.04m/s

 計算値 -0.08～0.00MPa

 （ｻｸｼｮﾝﾎｰｽ許容値） 　 -0.1～0.2MPa

（設計（目標）排砂量）深さ8mを掘削 1608.0m
3

（検討結果） 66.2m
3
/h

排砂管諸元
および
境界条件

 水位差

 排砂量(空隙率
0.4で計算)

 管路
摩擦
係数

 吸引口径

管内
流速

管内外
圧力差

項目

堆積土砂条件
 最大粒径

 代表粒径
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技術が生産性の向上や省力化に貢献できる可能

性を確認した。 

４）吸引管の現地での適用に向けて、既往研究で得

られた知見を基にダムの堤体を跨ぐ土砂運搬シ

ステムの検討を行い吸引管の設計手法を提案し

た。 

今後は、 

１）前処理システムの開発については、サブボトム 

プロファイラのダム貯水池での適用可能性の確

認や大水深での効率的な処理手法の開発を行う。 

２）吸引性能の向上の検討については、今年度行っ

た室内実験における土砂濃度計測装置の計測精

度向上も含めた吸引性能の整理や吸引可能な最

大粒径の確認等様々な粒径による吸引性能の整

理を行う。 

３）実用化に向けては、堆砂の粒径と吸引管の規模

との調整を行えば、実際のダムを対象とした本

技術の適用の可能性が高まったと考えており、

今年度の机上設計の考え方を踏まえ、実用規模

における高落差での実験を通じた施設配置の検

証を行う予定である。 

以上を踏まえ、引き続き、より広範囲な貯水池条件

に適用可能で、経済的な堆砂対策手法として早期の現

場への実装に向け、吸引管技術が確立できるよう、検

討を続けてまいりたい。 
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